
様式第一号（一） (第九条、第二十条及び第二十七条関係) ~
（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

令和6年6月2.0日
金沢市長 殿

届出者
住所金沢市広坂1丁目1番1号
氏名令沢市長村山卓
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号076-220-2111

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第194
の規定に基づき、令和 5年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

）

保管事業場の名称 旧菓子文化会館

保管事業場の所在地 金沢市尾張町2丁目12番1号

’ ｜ 電話番号 ’電話番号特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 076-220-2091 （総務局総務課）

’保管の場所

①前年度の3月3旧に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 保管の状況量

処分予定

年月

濃度

区分

処分業者との

調整状況
台数又は総重量

容器の数溌謂
廃棄物の種類 参考事項番号

蕊鮎者名型式製造年月霞示粥等
容器の囲い等

性状の有無

分別・

混在の別

漏れ等の

おそれ

なし鷲熱⑳-001 1台 100kg 低濃度 分別1966 なし油入遮断器 7. 2kV 日新電機DH-121

IM196』
変圧器

(トランス）

囲い有、

掲示有
1台228kg 低濃度⑳－002 50kVA 東芝 なし 分別 なし



変圧器
(トランス） 東芝WR-!96$ なし鷲熟分別 /なし⑳-003 75kVA 1台 低濃度578kg

(日本工業規格A列4番）

＝
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(第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 量
1 1

濃度

区分

保管開始

年月日

保管開始

理由
総重量
(1台当たり重

量x台数）

参考事項番号 廃棄物の種類 台数又は

容器の数鑿｜製造者名｜ 型式 ｜製造年月|赫記譜
~
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■
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■
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■
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③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等 墨

保管終了

理由

移動先の保管の場所並びに事業者

又は事業場の名称及び所在地

濃度

区分

保管終了

年月日
参考事項番号 廃棄物の種類 総重量

(1台当たり

重量X台数）

台数又は

容器の数襄鶯i製造洲型式 製造年月法示記号等
■ ■

ﾛ

I

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

処分を委託した場合自ら処分した場合廃棄物の型式等 鼠

濃度

区分台数又は1総重量
容器の数職鴬獄

参考事項番号 廃棄物の種類 定格

容量

処分後の廃棄物の

種類及び処分先

処分委託
年月日

処分受託者の
名称

処分
年月日

処分
年月日製造者名；型式：製造年月 表示記号等
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(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称
凸 ﾛ

所在事業場の所在地

|電話番号’電話番号
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名

所在の場所

①前年度の3月3旧に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）
〆

製品の型式等 廃棄の見込み 量
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濃度

区分
総重量
(1台当たり重

量x台数）

番号 製品の種類

蕊|製造者名| 型式 '製造年月i赫記号等
廃棄予定

年月

処分業者との

調整状況

参考事項台数又は

個数
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②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量 ~
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所有開始

年月日

所有開始

場所

所有開始

理由
総重量
(1台当たり重

量x台数）

番号 製品の種類

蕊;製造者名｜ 型式 ;製造年月'翫記鶚
台数又は

容器の数

参考事項
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(第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の型式等 量

所有終了

理由

移動先の所在の場所並びに事業者

又は事業場の名称及び所在地

所有終了

年月日

~
~
~

参考事項番号 製品の種類 総重量
(1台当たり噸

量x台数）
蕊|製造部| 型式

B

i

台数又は

容器の数
製造年月法示記号等
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1． この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。
3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び
「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4． 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例： 28－001）を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の柵には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。
6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の柵には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号
等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ボリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の棚のうち、 「台数又は容器の数」の棚には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の
数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること｡.ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の欄のうち、 「総重量」の欄には、ボリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。
10. 「濃度区分」の柵には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外
のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11~ 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たボリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。
12． 「保管の状況」の柵のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13， 「保管の状況」の棚のうち、 「囲い等の有無」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14~ 「保管の状況」の棚のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15． 「保管の状況」の柵のうち、 「漏れ等のおそれ」の柵には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



（第5面） ．
16． 「処分業者との調整状況」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する
こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の柵には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△Ⅲg/kg」 、
「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の棚には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。
19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20． 「処分年月日」の柵には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。
21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用
製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。
24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

25， 「廃棄予定年月」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については
記載しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を
受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた
めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下
の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知
を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28．都道府県知事が定める部数を提出すること。

~~~



様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

令和6年10月 1 日

金沢市長 殿

届出者

住所石川県金沢市広坂1丁目1番1号

氏名金沢市 金沢市長村山卓
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号076-220-2111

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条li

の規定に基づき、令和 6年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について
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金沢市旧金沢美術工芸大学保管事業場の名称

保管事業場の所在地 石川県金沢市小立野5丁目11番1号

主査倉知洋平特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 076-220-2271

1事業場の所在地と同じ保管の場所

①前年度の3月31日に保管してし､たポリ塩化ピフェニル廃棄物
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(日本産業規格A列4番）



（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物
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③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）
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2．ポリ塩化ピフェニル使用製品について

金沢市旧金沢美術工芸大学所在事業場の名称|金沢市旧金沢美術工芸大学
所在事業場の所在地|石川県金沢市小立野5丁目,1番,号

’ |電話番号’電話番号
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名
主査倉知洋平 076-220-2271

’事業場の所在地と同じ所在の場所

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

製品の型式等 廃棄の見込み 量

濃度
区分’

参考事項製品の種類 総重量
（1台当たり
施獄×台数）

番号 定格
容量

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数

表示記号

等
製造者名 型式 製造年月

I

該当なし

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量

所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由

参考事項総重量
（1台当たり
種畳×台数）

製品の種類番号 台数又は
容器の数

定格

容量 製造者名｜ 型式 ｜製造年月表示記号~ 等

､

該当なし
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③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品

製品の型式等 量

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項製品の種類 総重量
（1台当たり
重量×台数）

番号 定格
容量

台数又は
容器の数

表示記号
等

型式 製造年月製造者名 ■ ■

ﾛ ﾛ

該当なし

1． この届出書は、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフエニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。

2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

3 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4． 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例： 28－001）を付すこと。なお、前回ま

での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5~ 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の柵には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号

等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること （例：不燃性油） 。

7~ 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の欄のうち、 「台数又は容器の数」の柵には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の欄のうち、 「総重量」の欄には、ポリ堀ヒビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ボリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ポリ塩化ピフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

のポリ塩化ピフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ピフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の欄のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の欄のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

こと。

14． 「保管の状況」の柵のうち、 ~｢分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15． 「保管の状況」の柵のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考
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16~ 「処分業者との調整状況」の柵には、高濃度ポリ塩化ピフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

こと。低濃度ポリ塩化ピフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17~ 「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること （例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、

「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の棚には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の棚には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

20． 「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ピフェニル使用

製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ

き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ボリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

25． 「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフエニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフエニル使用製品については

記載しなくて柵わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフエニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を

受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下

の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知

を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す

ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28．都道府県知事が定める部数を提出すること。
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様式第一号（－） (第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ピフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

令和6年5月24日

金沢市長 殿

届出者

住所石川県金沢市広坂1丁目1番1号

~ 氏名金沢市 金沢市長村山卓 ~
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号076-220-2111

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条に

の規定に基づき、令和 5年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

~
~
~
~

ｌ
ｌ
ｌ

保管事業場の名称||金沢市旧金沢美術工芸大学
保管事業場の所在地|石川県金沢市小立野5丁目n番1号
特別管理産業廃棄物管理賓任者の職名及び氏名 主査倉知洋平
保管の場所 ｜事業場の所在地と同じ

’ 076-220-2271

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフエニル廃棄物

關奮”
性状

’ ’固
■
国
国
国

定格

容迂

20WA

50 KVA

100 A
J

。

、

１

１

血

・

１

７

７

量
~
Ｉ
Ｉ
Ｉ

総

保管の状況廃棄物のZ

製造者名 型式

東京芝浦BRTR-

電気(株)I A6JII

東京芝浦ORTR-

電気(株)I A6CR

（株)弾電DanS-

機製作所 6-K

の型

BRTR-

A6JIR

ORTR-

DanS-

式等

処分予
定
年月Ｉ

ｌ
ｌ
Ｉ

’
台数又
は

容器の

数

処理業者との

調整状況
参考事項重堂

（1台当たり

血邑x台数）

廃棄物の種類 漏れ等の

おそれ

１

１

１

国

回

国

１
１
１

園
函
國

~
国
四
四

‐
１
１

6.0 k9
金属

箱
《

ロ

《

ロ

ム

ロ

ー

１

１

S54.6

金属

箱
7.0 kgS47.7

6.0 k9
金属

箱
S47.1

(日本産業規格A列4番）



（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

’m廃棄物"鱗廃棄物の種類

’廃棄物の型式等 量

保管開始
年月日

保管開始
理由’

参考事項総霞量
（1台当たり

重赴×台数）

台数又は

容器の数
定格

容盆

表示記号

等
製造者名 型式 製造年月

■■国
四
国

調査により、 PCBが検
．出されたため

コンデンサー

(3kg以上）

東京芝浦電
気(株）

《
ロBRTR-A6J1R S54,6 1 16.0 kg20 KvA

東京芝浦電
気(株）

（株)弾電機

製作所

東京芝浦電
気(株）

(株)弾電機

製作所

調査により、 PCBが検
出されたため

コンデンサー

(3kg以上）
《
ロS47.7 1 77.0 kg50 KVA ORTR-A6CR

調査により、 PCBが検
出されたため

その他電気機械
器具

ム
ロ 76.0 k9DanS-6-K S47. 1 1100 A

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管す~ることとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

閥噺噛了移:灘繍臓￥唖’
移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

保管終了
年月日

保管終了
理由

| 量

因廃棄物岬“

■

廃棄物の種類

廃棄物の型式等

１
１

Ｉ
Ｉ

Ｉ
Ｉ

総重堂
（1台当たり
亜量×台数）

定格

容篭

製造年

月

表示記号

等
台数又は

容器の数
製造者名 型式

■■
④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

自ら処分した場合 処分を委託した場合
照,分 処分後の廃棄物の処分委託処分受託者の 処分

手日 種類及び処分先 年月日 ~ 名称 年月日

■
｜ ■

■

処分

年月日

処分 処分受託者の

~ 名称
処分委託

年月日

処分後の廃棄物の

種類及び処分先

’

目|…|蕊|"篝鴛i董澤'零園 撫鎌
|｜錯難上’ ~
｜｜｜
■■■|| 1 1I |

廃棄物の種類 定格
容愚

製造年
月

台数又は

容器の数

表示記号

等
型式製造者名

該当なし

’

割
１
■
■
■

濃度

区分
総重盆
（1台当たり
、趣×台数） 年月日



(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

金沢市旧金沢美術工芸大学所在事業場の名称

所在事業場の所在地 石川県金沢市小立野5丁目11番1号

|電話奮号’電話番号
1

1
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名
主査倉知洋平 076-220-2271

’

1

事業場の所在地と同じ所在の場所

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフ‘エール使用電気工作物を除く。 ）

廃棄の見込み製品の型式等 量

濃度
区分

参考事項総重量
（1台当たり
重丑×台数）

製品の種類番号 廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数

定格
容量

表示記号

等
製造者名 製造年月型式

I ~

該当なし

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量

所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由り

ｊ

量
た
数

重
筆
始

総
ｕ
錘

参考事項製品の種類番号 台数又は

容器の数
定格

容量
表示記号

等
製造年月製造者名 型式

Ⅱ
~

1 1

該当なし



（第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品

製品の型式等 量~

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項製品の種類 総重量
（1台当たり
誼丑×台数）

番号 定格
容量

台数又は
容器の数

表示記号

等
製造年月型式製造者名

■ 1

~

該当なし
~

1． この届出書はくポリ塩化ピフエニル廃棄物の保管又はポリ塩化ピフエニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。

2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。
3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 ．｢所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4． 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例： 28－001）を付すこと。なお、前回ま

での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。
5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。
6~ 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号

等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油） 。

7丁 「処分予定年月」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の欄のうち、 「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の
数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の欄のうち、 「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の柵には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。 ’

11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ピフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の欄のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例： 「ドラム缶｣－ ， 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の欄のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

こと。

14~ 「保管の状況」の欄のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
，5~ 「保管の状況」の欄のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



(第5面）

16． 「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて柵わない。

17． 「参考事項」の柵には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、

「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、 「他の事業場に移動」 、 「談渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20． 「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22． 「①前年度の3月31日に使用していたボリ塩化ビフエニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

製品以外のポリ塩化ビフエニル使用製品については、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ボリ塩化ビフエニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

25． 「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフエニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

記載しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフエニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を

受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下
の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知

を受けていないため添付す号べき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す

ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

28．都道府県知事が定める部数を提出すること。



PCB(ポリ塩化ビフェニル）廃棄物保管状況

１
１

’
「 再一

I

L
L

①高圧油入＝ンデンサー開閉器（PCBの掲示あり

型式gDanS－eK 籾迭蕃号：S2”24

総亜最：76趣 製造年月： 1972.1

キューピクル内保管）

定絡癖量：7200V/100A

製迭メーカー：株式会社諏危強製作所

②進棚＝ンデンサ（PCBの掲示あり、キニーピクル内保祷）

型式：OmR･A6CR 製迭講号：72505618 定格容量：釦kⅦ

総重堂：77肱 製造年月と 1972．7 製造メーカー:東京芝浦危気株式会社

③①、②保管状況〈PCB保芳坦所の掲示あり、キニーピクル膳健筈理） ④①、②保管状況《PCB保養坦所の掲示あり．キニーピクル保管室迄畦管理）

、

⑤高圧進相コンデンサ（PCBの掲示あり

型式gBRrRPA叩R 剰監番号：

織並丑： IC瞳 製造年月：

、キューピクル内保管）

795060】2 定格癖赴：20kⅦ

1979.6 製逓メーカー；東京芝浦煎気株式会社

⑥⑤保管状況〈PCB保管場所の掲示あり、キューピクル施錠管理、キニーピクル外間フェンス施錠笹理）

i【
‘ － 1

I ヲ
低庄亟i罰#1m） 1

’

齢灯
倫恥A

ｊ

~

Ｉ

Ⅱ

Ｉ

ｌ

ｌ

Ｉ

匡

Ⅱ

■

■

■

■

■

■

■

蕊司 ．』

ｐ

号

１

８

８

１

副

１

０

■

０

１

１

１

一

砿

ｒ

恥

１

１

ル

ー

Ⅲ

ｒ

１

１

１

町

Ｉ

ｌ

ｌ

Ｉ

１

０

９

Ｉ

Ｉ

０

』
｜

！

‐

‐

ｉ

‐

ｉ

ｌ

ｌ

ｌ

Ｉ

胆

臘

侭

匪

日

醗

・

に

卜

ｐ

Ｉ

Ｉ

ｌ

ｌ

ｌ

川

Ⅲ

Ⅱ

川

叫

倒

州

肥

胴

Ｈ

Ｍ

制

釦

肥

画

■

■

■

画

閥

掴

■

■

■

■

削

馴

ｕ

己

士

、

聯

屯

伸

ｈ

５

Ｌ

－ーマーママーq



▲

８

Ｉ

ｐ

Ｇ

９

Ｉ

ｑ

ａ

Ｄ

Ｂ

Ｈ

Ⅱ

Ｉ

測定結果報告書
NqCD12401027

令和6年2月5日

金沢市長村山卓様
株式会

代表取

〒920-
ロ

万

７１

環境計量士西川与志

業務名

採取場所

旧金沢美術工芸大学PCB分析業務

旧金沢美術工芸大学

石川県金沢市小立野5丁目11番1号

採取対象試料 試料名：大学院棟高圧進相コンデンサ

製造メーカー:東京芝浦電気株式会社

型式:BRTR-A6J1R

製造番号:79506012

製造年:1979年

試料採取日

採取者名

分析方法

令和6年1月18日 ，

株式会社環境公害研究センター越戸賢

〔絶縁油中の微量PCBに関する簡易測定法マニュアル(第3版)]

(平成23年5月環境省大臣官房廃棄物･リサイクル対策部産業

廃棄物課)の2.1.2の準用により分析
1

申

分析結果 次項報告書に示す

【備考l

ポリ塩化ビフェニル分析については､三浦工業株式会社環境事業本部

(愛媛県松山市北条辻864番地1）が実施した。

株式会社環境公害研究センター

亀



No.RSC41B13007P-1/1

2024年1月30日

結果報
生
国 書

金沢市長村山卓様

分析の結果を下記のとおり御報告致します．

計量証明事業登録愛媛県第環14号

特定計量証明事莱登録愛媛県第環42号

報告

)-2430
■ ■

電話;089-960-2350ファクシミリ:089-960-2351

試料情報

試料名

依頼者名

依頼者住所

業務名

試料採取日

試料受付日

検体番号

試料採取場所

:大学院棟高圧進相コンデンサ

:株式会社環境公害研究センター

:石川県金沢市金石相生町1番17号

:旧金沢美術工芸大学PCB分析業務

:2024年1月18日

:2024年1月22日

:C41B13007P

:旧金沢美術工芸大学

石川県金沢市小立野5丁目11番1号

;株式会社環境公害研究センター越戸賢

;持ち込み

採取者

受付方法

製造ﾒーカー 型式 製造番号 製造年

東京芝浦電気株式会社 BRTR-A6JIR 79506012 1979

方法

絶縁油中の微量PCBに関する簡易測定法マニュアル(第3版)2.1.2
（平成23年5月環境省大臣官房廃棄物･ﾘｻｲｸﾙ対策部産業廃棄物課）

結果

結果

(mg/kg)

目標基準

(mg/kg)

分析法検出下限値

(mg/kg)
分析項目

ポリ塩化ピフェニル 2.6 0.5 0．13

備考:PCB濃度が処理の目標基準(0.5mg/kg)以下であるときは,PCB廃棄物に該当しない
（平成16年2月17日環廃産発第040217005号）

PCB濃度が処理の目標基準(0．5mglkg)を超えたときは,PCB廃棄物として適正に保管等の処
理並びに届出を行う． （平成17年12月19日環廃産発第051219001号）



蕊
測定結果報告書

NO. CD12401031

令和6年2月5日

金沢市長村山卓様
株式会

代表取

〒920-

環境計

17号

業務 名

採取場所

旧金沢美術工芸大学PCB分析業務

旧金沢美術工芸大学

石川県金沢市小立野5丁目11番1号

採取対象試料 試料名：本館棟進相コンデンサ

製造メーカー:東京芝浦電気株式会社

型式:ORTR-A6CR

製造番号:72505618

製造年:1972年

試料採取日

採取者名

分析方法

令和6年1月18日

株式会社環境公害研究センター越戸賢

〔絶縁油中の微量PCBに関する簡易測定法マニュアル(第3版)]

(平成23年5月環境省大臣官房廃棄物･リサイクル対策部産業

廃棄物課)の2.1.2の準用により分析

~

分析“結果 次項報告書に示す

【備考】

ポリ塩化ビフェニル分析については､三浦工業株式会社環境事業本部

(愛媛県松山市北条辻864番地1）が実施した。

『

株式会社環境公害研究センター



No.RSC41B13011P-1/1

2024年1月30日

結果報告書

金沢市長村山卓様

分析の結果を下記のとおり御報告致します．
計量証明事業登録愛暖県第環14号

特定計量証明事業登録愛媛県第理42号

特定計量証

作業環境 報告書承

山本
事業者
愛媛県松

事業所
愛媛県松 )-2430

電話:089-960-2350ファクシミリ;089-960-2351
p

試料情報

試料名

依頼者名

依頼者住所

業務名

試料採取日

試料受付日

検体番号

試料採取場所

:本館棟進相コンデンサ

:株式会社環境公害研究センター

:石川県金沢市金石相生町1番17号

:旧金沢美術工芸大学PCB分析業務

:2024年1月18日

§2024年1月22日

:C41B13011P

:旧金沢美術工芸大学

石川県金沢市小立野5丁目11番1号

:株式会社環境公害研究センター越戸賢

:持ち込み

採取者

受付方法

製造ﾒーカー 型式 製造番号 製造年

東京芝浦電気株式会社 ORTR-A6CR 72505618 1972

方法

絶縁油中の微量PCBに関する簡易測定法マニュアル(第3版)2.1.2
（平成23年5月環境省大臣官房廃棄物･ﾘｻｲｸﾙ対策部産業廃棄物課）

結果

結果

(mg/kg)

目標基準

(mg/kg)

分析法検出下限値

(mg/kg)
分析項目

ポリ塩化ピフェニル 1.0 0.5 0.13

備考:PCB濃度が処理の目標基準(0.5mg/kg)以下であるときは,PCB廃棄物に該当しない
（平成16年2月17日環廃産発第040217005号）

PCB濃度が処理の目標基準(0.Smg/kg)を超えたときは,PCB廃棄物として適正に保管等の処
理並びに届出を行う． （平成17年12月19日環廃産発第051219001号）
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分析結果報告書
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3番33号

43-8926

貴依頼による分析結果を次の通り報告致します。 ‘

｜ 件名
~

微量PCB分析
I●

| 分析対象 ’分析対象
（

試料名 油入コンデンサ開閉器 絶縁油
0 1

採取場所 金沢美術工芸大学本館棟キューピクル
~

採取日時 2016年11月26日ﾄ

| 所属 ’所属採取者 西村 株式会社米沢エナジーマネジﾒントサービス

■ ｜ 分析方法 ’分析方法
D B

分析.項目 分析結果 基準値

PCB

溶媒希釈/(GC/HRMS)法＊6.6 0.5

〆(mg/kg)
ロ －

（ 検印 ｜ 試験印(備考）

＊絶縁油中の微量PCBに関する簡易測定法マニュアル

平成23年5月環境省大臣官房廃棄物･リサイクル対策部産業廃棄物課

2.2.1溶媒希釈/ガスクロマトグﾗﾌ/高分解能質量分析(GC/HRMS)法

/隼、
飼■■■Ｐ●αＦ・一呵りロー』■一色卓宙●のｊ

ｌ

１

’

電気機器の概要 2016年11月26日 採取時点

■ ■

腓絶縁油電気機器の種類 番号 OS5

'令保管数(油)量 量重 76kg

型式製造者名 ㈱弾電機製作所 DanS-6-K
ロ~

~

製造番号 製造年月日 昭和47年1月S20024

ロ

』

定格及び容量等 登録番号7200V100A －

I I F－ 一二一-

使用状態 設置年月日 ~~



様式第一号（一） (第九条、第二十条及び第二十七条関係）
（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出耆（保管事業者及び所有事業者用）

令和6年6月20日
金沢市長

届出者

住所金沢市広坂1丁目1番1号
氏名金沢市長村山卓
（法人にあっては､ 名称及び代表者の氏名）

電話番号076-220-2111

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第194
の規定に基づき、令和 5 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

）

旧南分室仮庁舎保管事業場の名称

保管事業場の所在地 金沢市広坂1丁目9番15号

’ | 電話番号 ’電話番号特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 076-220-2091 (総務局総務課）

’保管の場所

①前年度の3月3旧に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

保管の状況廃棄物の型式等 量

処分予定

年月

度

分

濃
区

処分業者との

調整状況台数又は蕾鰯
容器の数重畦x台散）

参考事項番号 廃棄物の種類 定格

容量

容器の囲い等分別. 漏れ等の

性状の有無混在の別おそれ
製造者名 型式 製造年月表示記号等

変圧器

(トランス） 金"箱駕1台 615kg 低濃度⑳-001 東芝 分別 なし75kVA L-3 1967

;淵Ⅲ！
変圧器

(トランス） 金属製箱鷲熱⑳-002 東芝 1台 137kg 低濃度 分別20kVA なし



(第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 量

濃度

区分

保管開始

年月日

保管開始

理由
総重量
(1台当たり重

鷺x台数）

番号 廃棄物の種類 参考事項

蕊製造者名 型式 製造年月
台数又は

容器の数
表示記号等

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等 量

濃度

区分

保管終了

年月日

保管終了

理由

移動先の保管の場所並びに事業者

又は事業場の名称及び所在地
番号 廃棄物の種類 総重量

(1台当たり
璽肚x台数）

参考事項

鑿雛酩型式製造年月羨示粥等
台数又は

容器の数

④前年度中に自ら処分し‘又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 量 自ら処分した場合 処分を委託した場合
濃度

区分
総重量
(1台当たり

里融x台散）

番号 廃棄物の種類 参考事項定格

容量

台数又は

容器の数

処分処分後の廃棄物の

年月日種類及び処分先
処分委託処分受託者の
年月日 名称

処分
年月日

製造者名 型式製造年月表示記号等

’



(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称
~

所在事業場の所在地

|電話番号’電話番号ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

所在の場所

①前年度の3月3旧に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

製品の型式等 廃棄の見込み 愚
■
■
■
■
叩
凸
■
叩
凸
■
■
■ 濃度

区分
総重量
(1台当たり重

量X台数）

参考事項製品の種類番号 廃棄予定

年月

処分業者との

調整状況

台数又は

個数蕊|製造者名| 型式 1製造年月;表示記鶚
■

『

ａ

■

与

凸

■

『

■

■

旬

■

■

？

■

■

マ

■

■

■

凸

■

？

■

■

ワ

■

■

■

■

■

■

■

。

ｑ

凸

■

■

■

■

■

４

口

●

凸

■

ロ

■

ａ

■

句

凸

■

句

凸

■

■

缶

■

甲

戸

■

■

■

■

ワ

ロ

１
１’ ①

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量

所有開始

年月日

所有開始

理由

所有開始

場所

1 1申

総重量
(1台当たり重
量X台数) 、

参考事項番号 製品の種類 台数又は

容器の数蕊|製造者名｜ 型式 1製造年月;赫記号等

〆



(第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の型式等 量

所有終了

年月日

所有終了

理由

移動先の所在の場所並びに事業者

又は事業場の名称及び所在地
番号 製品の種類 総重量

(1台当たり重

量x台数）

参考事項

蕊|製造洲型式 1製造年月|翫記詩
。

Z

台数又は

容器の数

備考 1． この届出書は、ボリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の棚には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び
「所在事業場の所在地」の棚には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4． 「番号」の棚には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例： 28－001）を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の柵には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号
等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の棚には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の棚のうち、 「台数又は容器の数」の柵には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の棚のうち、 「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の柵には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外
のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。
11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の欄のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の欄のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14． 「保管の状況」の柵のうち、 「分別・混在の別」の柵には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15． 「保管の状況」の棚のうち、 「漏れ等のおそれ」の棚には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。



（第5面）
16． 「処分業者との調整状況」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する
こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△Ⅲg/kg」 、
「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入するこ,と。
19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、 「他の事業場に移動」 、 ‐ 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20． 「処分年月日」の棚には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。
21. F処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用
製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。

24~ この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。
25． 「廃棄予定年月」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については
記載しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を
受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた
めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下
の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知
を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28~都道府県知事が定める部数を提出すること。
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様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

令和6年4月3日

金沢市長

届出者

住所金沢市広坂1丁目1番1号

氏名金沢市長村山卓
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号076-220-2318

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条に

の規定に基づき、令和 5 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について
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’ 金沢テクノパーク排雪場保管事業場の名称

保管事業場の所在地 金沢市河原市町へ地内

|電話番号’電話番号’道路管理課長木谷哲特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 076-220-2318

’ 金沢テクノパーク排雪場内保管の場所

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフエニル廃棄物

’ 量 ’ ’ ’’ 保管の状況廃棄物の型式等

処分予
定

年月

台数又

は

容器の

数

濃度
区分

処理業者との
調整状況

分別・

混在の

別

漏れ等
の

おそれ

参考事項総重遼廃棄物の種類番号 容器の

性状
等
無
い
有
囲
の

定格

容還
製造年月表示記号

等
製造者名 型式 （1台当たり

亜趣x台数）

函
■

■
■’

~
~
回
■~

｜なし

囲い

無、掲

示有１
１
■
■

ドラム

缶
分別32 缶 8150.0 kg汚泥

’



■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■

■
■
■
~
－
===＝

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■
■
~~~■

_■
■
■
~~~■
■
■

＝
■
－
■
■
■

■
■
--HHH

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

（鞄寸尽く寒暖糾削特巴

（.．、子

/－
1



湛
■
〃）

（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 量

濃度
区分
保管開始
年月日

保管開始
理由’

参考事項総重量
（1台当たり
砿量×台数）

廃棄物の種類番号

製造年月 ｜表奮号
台数又は

容器の数
定格

容量
製造者名’ 型式

他の事業場から移動低濃度32 缶|8, 1500 kg R6.3.29汚泥1

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等 量

保管終了
年月日

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

濃度
区分

参考事項総重量
（1台当たり
1K牡×台数）

番号 廃棄物の種類

鑿|製遭著名
製造年
月

台数又は
容器の数

表示記号

等型式

’

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

自ら処分した場合 処分を委託した場合量廃棄物の型式等
濃度
区分

参考事項総重量
（1台当たり
爪品×台数）

番号 廃棄物の種類 処分

年月日
処分
年月日

処分委託
年月日

処分受託者の
名称

定格
容量 型式|製嘗年|表奮号

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

台数又は
容器の数

製造者名

｜ l l l ｜ ’
｜ ’



(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

’ |電話番号’電話番号
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名

所在の場所

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物を除く。 ）

製品の型式等 廃棄の見込み
昌
皇

濃度
区分口

製品の種類番号 参考事項総重量
（1台当たり
峨俄×台数）

定格
容量

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数

表示記号

等
製造者名｜ 型式 ｜製造年月

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量

所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由’番号 製品の種類 参考事項総重量

（1台当たり
11t歓×台数）

定格
容量

台数又は
容器の数

表示記号
等

製造者名 製造年月型式

! ）
ｈ
■
Ｆ
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（第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の型式等 量

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

’ 参考事項総重量
（1台当たり
重量×台数）

製品の種類番号

蕊|製造者名｜ 型式 |製造年月|菱奮号
台数又は

容器の数

■■■

1． この届出書は、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管又はポリ塩化ピフエニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。
4~ 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例： 28－001）を付すこと。なお、前回ま

での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の柵には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。
6~ 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号
等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること （例：不燃性油） 。

7~ 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低漉度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の欄のうち、 「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフエニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の
数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の欄のうち、 「総重量」の棚には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記戦すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10~ 「濃度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外
のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ピフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の欄のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の欄のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14~ 「保管の状況」の欄のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15 1.保管の状況」の欄のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ピフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



(第5面）

16． 「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ピフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する
こと。低濃度ポリ塩化ピフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の柵には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること （例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、

「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20． 「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフエニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

製品以外のポリ塩化ビフエニル使用製品については、ボリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。

23~ 「高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物」 とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

25． 「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

記載しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を

受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下

の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知

を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す

ること。

27~その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

28．都道府県知事が定める部数を提出すること。
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試験報
生
ロ 害
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2021年9月 9 日

雇菫蕊|エォ＊，〃〆
株式会社共同設計 様

件 名熊谷橘橘梁補修設計業務委託

採取場所金沢市奥新保町地内

試料の種類塗膜

|認u暴灘職豐 ‘
鴬試験責任者宮本

’ 試 料 名
熊谷橋

｜ 採取年月日 ｜採取時刻’
| 2021/8/20 1 - |

｜ 気温(℃） ， 水温(℃） ｜ 採取者 ｜
’ 一 ㈱ｴｵﾈｯｸｽ ’
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御依頼を受けました試料についての試験結果を次のとおり報告致します。
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試験方法 定量下限値試験項目 試験結果
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ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾌｪﾆﾙの含有鐘試験は、低濃度PCB含有廃棄物に関する測定方法(第5版)8.塗膜くずi言有量試験）
(令和2年10月環境省)及び絶縁油中の微量PCBに関する簡易測定法ﾏﾆｭｱﾙ(第3版)2.3.I(GC/MS/MS法）
(平成23年5月環境省)による。
鉛及びｸﾛﾑの含有量試験は、 JISK5674附厩識'A.Bによる。結果は、加熱残分中の濃度です。
※溶出試験の検液の澗整は、産業廃棄物に含まれる金属等の検定方法(昭和48年環境庁告示第13号)による。
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令和 6 年 6 月 6 日

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等
囲い等
の有無

分別・
混在の別

漏れ等の
おそれ

3－001 KVA
三菱電機

(株)
SFI S44年

不燃(性)
油

R6 3 台 930.0 kg 低濃度
囲い有、
掲示無

分別 なし

（第１面）

保管の場所

様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）

番号

①前年度の３月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等

処分予定
年月

保管事業場の所在地

076-220-2233

金沢市長

保管事業場の名称

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

参考事項

金沢健康プラザ大手町東館

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

金沢市広坂1丁目1番1号

50

廃棄物の種類

電話番号

量

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

保管の状況

容器の
性状

村山　卓

殿

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

届出者   

の規定に基づき、令和

定格
容量

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

6 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

処理業者との
調整状況

変圧器（トラン
ス）

福祉健康局健康政策課　係長　羽場　恵美

住　所

氏　名

電話番号

濃度
区分

金沢市大手町３番23号

事業場の所在地と同じ

076-220-2233

金属製箱



（日本産業規格　Ａ列４番）



型式 製造年月

該当なし

型式 製造年月
処分委託
年月日

処分受託者の
名称

該当なし

（第２面）

番号

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

濃度
区分

保管開始
理由

参考事項
保管開始
年月日定格

容量

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

番号 廃棄物の種類

番号 廃棄物の種類 参考事項

保管終了
年月日

参考事項

量

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分を委託した場合

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

型式 製造年月製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

廃棄物の種類

量

該当なし

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分
年月日

自ら処分した場合

廃棄物の型式等

製造者名
定格
容量

定格
容量

処分
年月日

表示記号
等

量

濃度
区分

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

量

ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

所在の場所

台数又は
容器の数

製品の型式等

電話番号

番号

廃棄の見込み

①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

参考事項定格
容量

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

定格
容量

製品の型式等

製品の種類

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類

量
所有開始
理由

所有開始
場所

所有開始
年月日

参考事項



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

備考

    廃棄物については記入しなくて構わない。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

１．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    こと。

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の種類

製品の型式等
所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項番号

量

定格
容量

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。



１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。

（第５面）













様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ピフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

2024年5月3 日

金沢市長 殿

届出者

住所金沢市広坂1丁目1番1号

氏名金沢市長村山卓
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号076-220-2111

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条Iz

の規定に基づき、令和 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ピフェニル廃棄物について

’１
１
１
１

金沢市キゴ山ふれあい研修センターこども交流棟。天文学習棟保管事業場の名称

｜
’

石川県金沢市平等本町力13番地1保管事業場の所在地

’l特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 076-229-ll41

’保管の場所 事業場の住所と同じ

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフエニル廃棄物

’ 量
I■■■■■■■■■■■■■■■

’ 保管の状況廃棄物の型式等

処分
予定

年月

台数

又は

容器

の数

濃度
区分

処理業者と

の調整状況
毒
濯
等

分別・

混在
の別

漏れ

等の

おそれ

参考事項廃棄物の種類 総電燈
（1台当たり

重亜×台散）

番号 容器の

性状

定格

容孟

製造
年月

等
無
い
有
囲
の

製造

者名
型式

該当鞍し

(日本産業規格A列4番）



（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

關蹴‘ 噸“ “”
■ ■■

|廃棄物の型式等

製造者名 型式 製造年月

量

１
１

廃棄物の種類 総重量
（1台当たり

肛赴×台数）

定格

容孟

表示記号

等

咳当なし

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

閲職物の穂、 顧國"薑蕾〒
量

総重量台数又は
（1台当たり

容器の数
璽赴×台数）

■■■■

廃棄物の型式等~

製…認識 |鎚脅“
｜ ’

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地定格

容量

表示記号

等

■
④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ピフェニル廃棄物

や| 圏 蔚燃錘
… ‘ ｡' ,…圏 ｜

~ ｜ ■ ｜
｜ ｜ ■｜ ｜

鞍『熱霊
"…|蝉噸淵…|"墨‘‘‘■
’ ’
’1

|議豊|……|蕊|"瀬憶静
岡=伽“恥| 噸篝 |蝋"“
■
■■■ ｜ ’

年 Ｉ
ｉ
ｉ
ｌ



(第3面）

2~ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

|電誌番号’電話番号
’

ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

所在の場所

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物を除く。 ）

廃棄の見込み製品の型式等 量

濃度
区分１

１

総重量
（1台当たり
誼愈×台数）

参考事項製品の種類番号 廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数

定格
容量

表示記号
等

製造年月製造者名 型式
I

’
該当なし

■

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等
皇
畢

／

所有開始
年月日

所有開始
理由

所有開始
場所

参考事項総重量
（1台当たり
重量×台数）

製品の種類番号 台数又は
容器の数

定格

容量
表示記号

等
製造年月製造者名 型式

該当なし



（第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の型式等 量

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

番号 製品の種類 総重量
（1台当たり
堕量×台数）

参考事項
鑿製造者名| 型式 |製造年月|表零号

台数又は

容器の数

■ ロ ■ I ロ

該当なし

1． この届出書は、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフエニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。

2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

3． 「保管事業場の名称j及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。
4． 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例：28－001）を付すこと。なお、前回ま

での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号

等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること （例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の欄のうち、 「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

ことができないときは、保管.している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の柵のうち、 「総重堂」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の柵には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ピフェニル廃棄物又は高濃

度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の欄のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

（例； 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の欄のうち、 「囲い等の有無」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

こと。

14． 「保管の状況」の柵のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

15~ 「保管の状況」の欄のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



(第5面）

16． 「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ピフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。
17． 「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること （例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、

「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20． 「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

製品以外のポリ塩化ビフエニル使用製品については、ボリ塩化ビフエニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ

き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ピフエニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフエニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

25~ 「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフエニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

記載しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフエニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を

受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下

の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知

を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す

ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28．都道府県知事が定める部数を提出すること。

~



報告書発行番号020-P2350 号
発行年月日 2021年3月17日

分析結果報 告書

金沢市キゴ山ふれあい研修センター

こども交流棟・天文学習棟御中 社日本海 .ス株式会
ン事業部
昌郷3番地

PCB>

〒939-3
TEL (076)

へ 御依頼を受けました試験の結果は、下記の通りであることを報告いたします。

記

取

験

験

受

試

試

試

年

料

の

の

日

名

象

法

月

対

方

2021年3月10日

絶縁油

PCB

絶縁油中の微量PCBに関する簡易測定法マニュアル（第3版) 2. 1.2

加熱多層ｼﾘｶｹﾞﾙｶﾗﾑ/ｱﾉﾚﾐﾅｶﾗﾑ/ｷｬﾋﾟﾗﾘｰｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ/電子捕独型検出器法

｜ 試験の結果 ’試験の結果 ’ |分析法鷺瀧川’
分析法検出下限値(MDL)

0. 15 Ing/k9
0.59 Ing/k9

金沢市キゴ山ふれあい研修センターこども交流棟・天文学習棟

一般財団法人北陸電気保安協会金沢営業所

2021年3月8日

採取場所

採取者

採取 日

一
伶

名 称

（廃棄物の種類）

コンデンサ

~

製造者名

製造年月

型 式

製造番号

|東芝

| ］974年
l -
l 74504743

機器重量

油 ~ 量 ~

I
消防法で定める
危険物の品名

~

その他

定格容量:20kVA



厩8産業廃棄物管理票（統一マニフエス'卜) E票~ 本伝票はﾉｰｶｰﾎﾝ紙7枚複写です｡強めにお書き下さい
。

|氏名木村英司固'交'播号 ’ |罰 ’8014538535〃ﾐ垂，月交付年月日 整理番号 交付担当者
~

氏名又は名称

余浜流砂鱗

名称

按訳1m敏禽婆且盆牛凝学習展キコ山年れあ小釧鱗侭“

所在地〒9'"; IUj 電話番号 ()76･-?"･?1 1 1

わハI曝雷訳、平奇黍幽リカIJ I

（
排
出
事
業
場
）

事

業

場

（
排
出
者
）

事

業

者

の

今

住所〒9”令577 廼話番号 iWS-"《ト"11

b川錐楚次巾躯鞭Ⅷ畷I梅1判

口種類(普通の産業廃棄物）

0100燃えがら D1200金属くず

0200汚泥 D1300裂議偽鑑くず
0300廃油 □1400鉱さい

0400廃酸 □1500がれき類

0500廃アルカリ ロ1600家畜のふん尿

0600廃ﾌﾗｽﾁｯｸ篭□1700家畜の死体

0700紙くず □1800ぱいじん

0800木くず □1900 13号廃棄物

"00繊維くず □4000動物系固形不要物

1000動植物性残さ□5000混合廃棄物
1100ゴム〈ず n

伽一耐脚一脚一伽一伽脚一伽一脚一Ⅷ脚

口０’０－０口一口－０一口一口一ひ一□

‘口種類(特別管理産業廃棄物）

7000引火性廃油□7424儀えがら(有害）

7010引火性廃油(有害）□7425廃油(有害）

7100強酸 □7426汚泥(有害）

7110強酸(有害） □7427廃酸(有害）

7200強アルカリ ロ7428霞ｱﾙｶﾘ諾

7210強ｱﾙｶﾘ(有害）□7429ばいじん(有害）

7300感染性廃棄物□743013号嘩物(有害；

7410PCB等 □7440廃水銀等

7421廃石綿等 □

7422指定下水汚泥｜□
7423鉱さい(有害) n －

Ⅷ帥伽一肌一脚一脚一剛嗣一剛一脚一脚

数量(及び半） 荷姿

侭製容秘ケ産

産業廃棄物の名称
坐
不 恥P輯等

冠」
雇董1
従平
来成
ま1
で7
の年
担1
当O
者月
の1

氏日
名に
に施
加行
えさ
会れ
社た

患爵
記術
入令
がの
必改
変正
でに
すよ
。り

C|

有害物質等

P鯛

有害物質等

P鯛

処分方法

焼却
廃

棄

物

一

口特定産業廃棄物

口石綿含有産業廃棄物

ロ水銀含有ぱいじん等

□…雫蠕蔑竃柵,〃
P鎚汚染物 ヶ

P"絶織油 ケ

《車番)〃'』""い'‘~/ロ

中
間
処
理
菓
者
／
最
終
処
分
菜
者
Ｉ
↓
排
出
事
兆
者
／
中
間
処
理
業
者

可
４
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
可
ｄ
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
、
』

管理票交付者(処分委託者)の氏名又は名称及び管理票の交付番号(登録番号）

口帳簿記賊のとおり車中車･＊中中＊＊ ~‘ ＊劃‘宰車 , 平＊本器な＊
□・当欄記載のとおり

中間処理

飽漉棄物

名称／所在地／電話番号

z委託契約書記載のと鋪り
口当欄記載のとおり

ア

最終処分

の堪所

一
P

（
処
分
事
業
場
）

運
搬
先
の
事
業
場

所在

氏名又は名称載？ ヘ *4， ， 1； ・ ・・ヤー
､

′0℃
運
搬
受
託
者

株訊′溢軒:"li!i戦里忍

電話番号
一

T9"-鈍洗

典撫南端口'町吉将．

!鴇

0（、牡,りへb$hi

3

住所〒@噸ク必6'梶 電話番号().I6 #t ) . '. .i't,

蕊山市婦中町齊谷郡 ：3

地

一

Ｆ

不
″

中

車

中

尚

申

一

Ｔ

＊

地

称

在

名

所

又

は

保

管

積

替

え

＊氏名又は名称群式ｱﾕ杜J 1IH ･ r ..FIM
氏名

処
分
受
託
者

＊＊卒日 中＊＊＊一

電話番号

車中

住所〒蝿9-舗識電話番号<jJ4)-jlt)9 Dくりb

富11'市紙』叩鯏j.蛮谷う ぅ

住所

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊竿

可
４

｜▽

運搬 数量(及び単位）

終了年月日 〔・ 幸 有価物拾集量年月 日

受領極ノ

ェi糟の氏名又は名溢 １
１

Ｉ〆
〆株式蓑． 宣山露'9，’ F･間 ・ ~
y→|迩搬担当者の氏名~

'"'慧哨ｽ目
最終処分

終了年月日電
(株)富山環境整備石田敦史受既舌の氏名又は名称

処分担当者の氏名

(委託契約書記載の場所にあっては委託契約書記載の番号）名称／所在地／電話番号
口

最侭処分を

行った増所
Ｅ

票

』~
瀧山繊灘凱駕肺緋囎網-3mo1I-461-515i

可

AS-1マニフェスト販売センター(直行用）

照
合
確
認

年 月 日

年 月 日

年 月 日



様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

2024年5月3 日

金沢市長 殿

届出者

住所金沢市広坂1丁目1番1号

氏名金沢市長村山卓
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号076-220-2111

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ピフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条{【

の規定に基づき、令和 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ピフェニル廃棄物について

■
ｌ
ｌ

１
１
１
１

’

金沢市キゴ山ふれあい研修センター青少年交流棟保管事業場の名称

保管事業場の所在地 石川県金沢市小豆沢町ヲ4番地

’特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 076-229-0583

保管の場所 事業場の住所と同じ

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

’量 保管の状況廃棄物の型式等
処分
予定

年月

台数

又は

容器

の数

濃度
区分

処理業者と

の調整状況
分別・
混在

の別

漏れ

等の
おそれ

毒
需
等

参考事項総重量
（1台当たり

虹肚x台数）

番号 廃棄物の種類 容器の

性状
定格
容壁

等
無
い
有
囲
の

製造

年月

製造

者名
型式

’餓当鞍し

(日本産業規格A列4番）



（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

圃廃鋤の種類 ゞ“ 廃鋤の型式等
製造者名 型式 製造年月

容壁

骸当なし

’ 量

１
１

総重孟
（1台当たり

皿量×台徽）

表示記号

等

台数又は
容器の数

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

国'職…
｜

■…’
"欝 壜|や|鰯聴|閏廓 l

l ll~ ■■■■
|塁

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

定格

容量

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

国廃棄物の種． |澪'蕊幽鵜塗 鳥獣合戦|墨
|圏 …~"‘榊轆蝿鱸…‘|■
ll l ~ l J |m

｜■ ’ ~ ｜■

廃棄物の型式等 ’ 量

製…鍋蓋 |製苧|噌号||鱗|鳶
讓~ | "、 | ""|誉鋤他|| ,~ ｡|”

l l l l
l l l l l

（Ⅱ台Ｉ
Ｉ
Ｉ
ｌ

重趣定格
容還

当たり

肛赴×台数）

O kgKVA



(第3面）

2~ポリ塩化ピフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

|電話番号’電話番号
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名

’所在の場所

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物を除く。 ）

廃棄の見込み製品の型式等 量

濃度
区分’

■

参考事項総重量
（1台当たり
亜壁×台数）

製品の種類番号 廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数

定格

容量 製造者名 型式 ｜製造年月|表零号

該当なし
ﾛ ■

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量

所有開始
理由

所有開始
年月日

所有開始
場所

参考事項総重量
（1台当たり
亜斌×台数）

製品の種類番号 定格
容量

台数又は
容器の数

表示記号
等

製造者名 型式 製造年月

該当なし



（第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品

製品の型式等 量

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

製品の種類番号 総重量
（1台当たり
砿飲×台数）

参考事項
蕊|製造著名 型式 |製造年月表奮号

台数又は
容器の数 ロ ロ

該当なし
ロ ロ

■

1~ この届出書は、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び
「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4． 「番号」の柵には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号(平成28年度の保管状況を届け出る場合の例： 28－001）を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

6~ 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号

等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること （例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の柵には、高濃度ポリ塩化ピフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の欄のうち、 「台数又は容器の数」の柵には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の欄のうち、 「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

’’． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や､既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の欄のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の欄のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

こと。

14． 「保管の状況」の欄のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

15． 「保管の状況」の欄のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



(第5面）

16~ 「処分業者との調整状況」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

こと。低濃度ポリ塩化ピフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の柵には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、

「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の柵には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

20． 「処分年月日」の柵には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフエニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ピフェニル使用

製品以外のポリ塩化ビフエニル使用製品については、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフエニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

25~ 「廃棄予定年月」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

、記載しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフエニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を

受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下

の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知

を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す

ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28．都道府県知事が定める部数を提出すること。
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分析結果報
生
ロ 書

金沢市キゴ山ふれあい研修センター

青少年交流棟 御中 日本海 標ス株式会社
PCB>

〒939-3

TEL (076)

一

御依頼を受けました試験の結果は、下記の通りであることを報告いたします。

記

受取年月日

試 料 名

試験の対象

試験の方法

2021年3月10日

絶縁油

PCB

絶縁油中の微量PCBに関する簡易測定法マニュアル（第3版) 2. 1.2

加熱多層ｼﾘｶｹﾞﾙｶﾗﾑ/ｱﾙﾐﾅｶﾗﾑ/ｷﾔﾋﾟﾗﾘｰｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ/電子捕狸型検出器法

’ |分析法麓職(""
分析法検出下限値(MDL)

0.15 Ing/k9

■

採取場所

採取者

採取 日

金沢市キゴ山ふれあい研修センター青少年交流棟

一般財団法人北陸電気保安協会金沢営業所~

2021年3月8日

へ

名 称 ｜ コンデンサ
(廃棄物の種類） ’ 一

製造者名

製造年月

型 式

製造番号

三菱電機

1987年

BM74694

機器重量

油 量 ~~

消防法で定める
危険物の品名

~

その他

定格容量:30kVA

使用電圧: 6,600V

夕

●

試験の結果 16. mg/k9



函産業廃棄物管理票（統一マニフエスト) E票本伝票はﾉｰｶｰﾎﾝ紙7枚複写です.強めにお毎き下さい
F－

’ sl801453s541陣 ’ 着|氏名{a､預傭一一一 1
二．鋳る年少月/,日交付年月日 交付番 整理番号 受付担当

氏名又は名称

金沢市役所

住所〒920-8577 電話番号”6-220-2111

石川難金沢市広坂1Tg1el5

名称

金娘市赦冑婆員会生涯学贈腺目
所在地〒9鋤－1107 電話番号

石jil県金淡市小豆択町ヲ4排地

創課キ

所在地〒9釦-11W電話番号

石jil県金淡市小豆択町ヲ4排堆

（
排
出
事
業
場
）

事

業

場

（
排
出
者
）

事

業

者

コ山ふれあい研修センタ

舌番号 076.-2泌・0583076.-229.0"3

口種類(普通の産業廃棄物）

□0100燃えがら ｜□'2“金属くず
□02"汚泥 ID'300瀕昌卜.陶躍くず

＆口種類(特別管理産業廃棄物）

D70"引火性廃油 ID7424燃えがら有害）
□7010引火性廃油(有害） □7425廃油(有害）

数量(及び単位） 荷姿

鋼製容秘
－

ケ
－産

業

廃

棄

物

０

０

０

０

－
肌
而
帥
一
伽
恥

０４１□1400 □7100

口7110

□7200

口7210

口7300

‘□7410

71000300廃油

0400廃酸

0500廃アルカリ

0600廃プラスチック霞

0700紙くず

08"木くず

鉱さい

l500がれき類

1600家畜のふん尿

1700家畜の死体

1800ぱいじん

1900 13号廃棄物

強酸

7110強酸(有害）

7200強アルカリ

7210雀ｱﾙｶﾘ有害

7300感染性廃棄物

7410PCB等

7426汚泥(有害）

7427廃酸(有害）

7428頃アルカリ有胄

7429ばいじん(有害）

743013号鳶蔓靭有冒

7440廃水銀等

産業廃棄物の名称

廃P鰯等

有害物質等

咽

処分方法

焼却

〕

一

口特定産業廃棄物

口石綿含有産業廃棄物

口水銀含有ぱいじん等

口水銀使用製

蒲蔑 ／､弓l･"

剛職器'；P蝿絶輯油

樺轡)ん,〃好‘／L

中
間
処
理
業
者
／
最
終
処
分
業
者
Ｉ
↓
排
出
事
業
者
／
中
間
処
理
業
者
Ｅ
票
」

□0900繊維くず

□10"動植物性残さ

□1100ゴム〈ず

物種
物
醗
辱

雰
ボ
今
巨

鰄

混

０

０

０

０

０

０

４

５

ロ

ロ

ロ

□7421廃石綿等

□74”指定下水汚泥

□7423鉱さい(有害）

口
一
口
□ 1

－

１
１
４
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
可
且
■
■
■
■
■
■
■
■
■
、
４

管理票交付者(処分委託者)の氏名又は名称及び管理票の交付番号(登録番号）

呂鰯雛創寧＊・・“＊・＊。”＊＊・ 〃・＊。。＊
中間処理

産集塵異物

一

｜

I

■~ ◆

名称／所在地／電話番号

図委託契約聾記載のとおり

口当欄記載のとおり

最終処分

の場所

氏名又は名称株in.?af↓侭11 1鍛随,屯ヵ；一 ,’

舗

一

雍

（
処
分
事
業
場
）

運
搬
先
の
事
業
場

所在

運
搬
受
託
者

株式ら社猫1I1脈境

〒9靭；－1い 電話番号

f 1 111市婦叩'町『画谷3

-?術

0~b'llt) j郡司《，

乳

住所〒”9－節?{× 電話番号()71）“》9nlt

"II1市婦中町考容･《 わ

地

名称
＊＊＊ ．‐

所在地〒

氏名又は名称株煮全社嵐I棚『､!‘灘鯛処
分
受
託
者

又

は

保

管

積

替

え

＊＊＊中＊＊申＊＊中田2

電話番号住所〒uj1j－獺{獄 電話番号0Jf,46り,B:"6

，31｣吋jiWW'1I I ･ ｣z :3’
＊ ヨ, ＊土＊＊＊＊＊＊＊＊申＊＊

１
４－－

受託者の氏名又は名称
数量(及び単位）受額梱

~ '“糾#|夫v毛ﾑ、
運 搬

終了年月日 _ 〆､蟻/乳溌式 有価物捨剰I-訓蓮溺墾罰踊

最終処分

終了年月日c

処 分

終了年月日 弗芸a昌識窒箸鰯 元”ﾉ冬夕(株)富山環境整備石田敦史 ”ﾉ』ｊ
日
“

(委託契約書記戦の場所にあっては委託契約書記賊の番号）名称／所在地／電話番号
』

最終処分を

行った屠所 熊山餓鋤瓢館山赫柳洲-1mll州1－柵
可

」
AS-1マニフェスト販売センター(直行用）

運
搬
の
受
託

処
分
の
受
醗

照
合
確
認

年 月 日

年 月 日

年 月 日



(第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ピフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書

様式第一号（一）

(保管事業者及び所有事業者用）

令和6年 月 日

金沢市長 殿
~

届出者

住所金沢市広坂1丁目1番1号

氏名金沢市長村山卓

~ 電話番号 076-220-2443 ~

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条におし

の規定に基づき、令和 5年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1． ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

１
１
１
１

’ 金沢市安原スポーツ広場保管事業場の名称

保管事業場の所在地 金沢市下安原町東1127番地

…I’ スポーツ振興課長山岸瑞穂特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 076-220-2443

金沢市安原スポーツ広場倉庫保管の場所

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフエニル廃棄物

量 ’ ’保管の状況廃棄物の型式等

処分予

定

年月~

台数又

は

容器の

数

濃度

区分

処理業者との

調整状況
分別・

混在の

別

漏れ等

の

おそれ

総重堂
（1台当たり

趣量×台数）

参考事項番号 廃棄物の種類 容器の

性状

等
無
い
有
囲
の

格
段
定
容

表示記号

等
型式 製造年月製造者名

國
函

■
■

回
国

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１~

■
■

１
１

囲い

有、掲

示有

金沢市で調整

中
変圧器（トラ

ンス）

東京芝浦

電気㈱

不燃(性）

油
なし 分別1979年 なし1

，
一
国 275.0 kg30 KVA PT6-K5

囲い

有、掲

示有

金沢市で調整

中

コンデンサー

(3kg以上）

東京芝浦

電気㈱

BRTR-

A6JIR
なし 分別 なし1979年 1

《
ロ 14.0 kg10 KVA



闇
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■
■
■
■
■
■
■
■
・

図
■
■
■
則
１
１
■
■
■

国
■
■
■
１
１
１
■
■
・

ト

ー

Ｉ

■

■

■

国
■
■
■
■
■
■
■
■
■

皿
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

国
■
■
■
■
■
■
■
■
■

蝶
ｌ
Ｌ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
１
回
Ｉ
・

犀

一

一

レー
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
■

魏

器

~■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■
■
■
■
■
■
■
■
。

|""恥I
I
l

l
l
ll
ll
l
l l
l

三菱電機

(日本工業規格A列4番）



（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフエニル廃棄物

廃棄物の型式等
皇
里

保管開始
年月日

濃度
区分

保管開始
理由

総重量
（1台当たり
並最×台数）

参考事項廃棄物の種類番号 台数又は
容器の数

定格
容量

表示記号

等
製造者名： 型式 製造年月

甲
■
■
●
■
ｂ
■
■
●
■
■
凸

Ｆ

■

■

■

』

Ｕ

ｑ

■

■

団

巳
■
■
■
■
■
■
■
■

一
■
■
■
■
■
■
■
■

､

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等 量

濃度
区分

保管終了
年月日

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

総重量
（1台当た

り
砺景×合

|表示記号
！ 等

参考事項廃棄物の種類番号

鑿|製造者名 型式i製曹年
台数又は

容器の数

画

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

日

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

乃
日
９
５
８
■
ｐ
ｂ
２
５
■
■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

〃

か

四

ｐ

Ｂ

ｔ

Ｂ

ｐ

ｂ

ら

ｐ

”

い

ｐ

Ｆ
Ｂ
Ｆ
■
■
●
■
■
９
口
■
叩
ロ
○
勺
画

ｑ

■

■

せ

■

■

■

哲

届

厚

■

骨

Ｂ

星

団
Ｈ
Ｐ
Ｅ
６
菩
９
８
征
狂
日
夕

１
２

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

自ら処分した場合 処分を委託した場合廃棄物の型式等 量

濃度

区分
総重量
（1台当た

り

砿最×台

参考事項廃棄物の種類番号 処分
年月日

処分

年月日

定格
容量 型式1製嘗年

処分委託
年月日

処分受託者の
名称

処分後の廃棄物の

種類及び処分先

表示記号

等

台数又は
容器の数

製造者名

1 1 1

1 1 1

I I I l l

＄ I f I l I f

●

ｌｌｌｌｌｌｌＩｌｌ
■ 丑 ﾖ ■ 垣 ■ B ■ ■ 召 ■ 丑

f ロ 【 ■ ■ B B B 【

ヘｑ

４

ｑ

ｑ

４

ｄ

ｑ

ｄ

ｑ

４

ｑ

０

ｑ

j Il
i
d~

~
~
~

~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~I



(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

|電語番号’電話番号
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名

’所在の場所

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ピフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

廃棄の見込み製品の型式等
皇
畢

濃度
区分l 塾ゞ

総重量
（1台当たり

砿量×台数）

参考事項製品の種類番号 廃棄予定

年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数

定格
容量

表示記号

・等
製造者名 製造年月

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量

所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由h 型※

総重量
（1台当たり

薫丑×台数）

参考事項製品の種類番号 台数又は
容器の数

定格
容量 製造年月|表奮号製造者名

’
ロ 0 ■



（第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品

製品の型式等 量
移動先の所在の場所並びに事業

者

又は事業場の名称及び所在地

所有終了
年月日

所有終了
理由

総重量
（1台当たり

政獄×台数）

参考事項製品の種類番号

鑿|製造者名｜ 型式
台数又は
容器の数製造年月|表奮号

ﾛ ロ I

■

。

■

1． この届出書は、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフエニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。

2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

3~ 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4~ 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例：28－001）を付すこと。なお、前回ま

での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号

等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること （例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ピフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の柵のうち、 「台数又は容器の数」の柵には、ポリ塩化ピフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9~ 「量」の欄のうち、 「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の柵には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品以外

のポリ塩化ピフェニル使用製品の略称である。

11~ 「保管の状況」として、新たにポリ堀ヒビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の柵のうち、 「容器の性状」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の柵のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

こと。

14． 「保管の状況」の欄のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

15． 「保管の状況」の欄のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフエニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考

目



U

(第5面）

16． 「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ボリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の柵には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること （例； 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、

「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の柵には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

20~ 「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

21~ 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ピフエニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ピフェニル使用

製品以外のポリ塩化ビフエニル使用製品については、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ

き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ピフエニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

25． 「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

記載しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフエニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を

受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下

の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知

を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す

ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

28．都道府県知事が定める部数を提出すること。



様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

令和6年 月 日

金沢市長 殿

届出者

住所金沢市広坂’丁目’番’号

氏名金沢市長村山卓

電話番号 076-220-2443

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条におい

の規定に基づき、令和 5年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について
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②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

国|廃棄伽壷類|蕊|…罰棄 …｜
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総重量
（1台当たり

血屋×台数）

表示記号

等

台数又は

容器の数

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ピフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

圃職…“
廃棄物の型式等

蝿笹|率|耀曹一
｜I

移動先の保管の場所並びに事業者
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④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物
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2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

金沢市営西部市民体育会館

金沢市東力町ハ250番地

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

|電話番号’電話番号

I

｜
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名
スポーツ振興課長山岸瑞穂 076－220－2443

’

巳

金沢市営西部市民体育会館キュービクル（屋外）所在の場所

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物を除く。 ）

I ロ

廃棄の見込み 量製品の型式等
濃度
区分

総重量
（1台当たり

堕量×台数）

参考事項製品の種類番号 廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は

容器の数
定格

容量

表示記号

等
’製造者名｜ 型式 I製造年月

■

7， ‘Ⅷ|株慧社| !IcTR-s' | :" 未定 低濃度1 台1390.0 kg変圧器（トランス）

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフエニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量

所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由

総重量
（1台当たり

重量×台数）

参考事項製品の種類番号 台数又は

容器の数
定格
容量 型式 ｜製造年月 |表奮8号製造者名
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③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品

製品の型式等 量
移動先の所在の場所並びに事業

者

又は事業場の名称及び所在地

所有終了

年月日
所有終了
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総重量
（1台当たり
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1． この届出書は、ボリ塩化ビフエニル廃棄物の保管又はボリ塩化ビフエニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。

2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

3~ 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4． 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例：28－001）を付すこと。なお、前回ま

での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5~ 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月j及び「表示記号

等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の欄のうち、 「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の欄のうち、 「総重量」の欄には、ポリ塩化ピフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

には、保管しているポリ塩化ピフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12~ 「保管の状況」の欄のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の欄のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

こと。

14． 「保管の状況」の柵のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

15． 「保管の状況」の欄のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考
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16． 「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する
こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の柵には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「pCB濃度△mg/kg」 、
「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の柵には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。
19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20~ 「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

2’ ~ 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフエニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は､高濃度ポリ塩化ピフェニル使用

製品以外のポリ塩化ビフエニル使用製品については、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ピラエニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ボリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフエニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

25~ 「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフエニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については
記載しなくて構わない。

26．この届出に係るポリ塩化ビフエニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を

受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下

の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知

を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28．都道府県知事が定める部数を提出すること。



様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

令和6年 月 日

金沢市長 殿

届出者

住所金沢市広坂1丁目1番1号

氏名金沢市長村山卓

電話番号 076-220-2443

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条におし

の規定に基づき、令和 ~5年度のポリ塩化ピフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1‘ ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

｜
’
保管事業場の名称 金沢市営中央市民体育館
保管事業場の所在地金沢市長町3丁目3番3号
特別髄産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名| ｽﾎｰﾂ握興課長
保管の場所 ｜ 金沢市営中央市民体育館ｷﾕｰﾋｸﾙ内

|I電話番号o １山岸瑞穂 76－220－2443

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ピフエニル廃棄物

量 ’廃棄物の型式等 、

処分予
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②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 量

濃度
区分

保管開始
年月日

保管開始
理由

総重量
（1台当たり

諭溌×台数）

参考事項番号 廃棄物の種類
製造年月 ｜表零号

台数又は

容器の数
定格

容量
製造者名 型式

1．

~
~ I

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等 量

濃度
区分

保管終了
年月日

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

総重量
（1台当た

り

敵最×台

参考事項廃棄物の種類番号 定格
容量 製造者名|型式|製肯年|麦零号 灘溌’

一

｜ ｜ ’
④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

自ら処分した場合 処分を委託した場合廃棄物の型式等 量

濃度
区分

総重量
（1台当た

り

電量×台

参考事項廃棄物の種類番号 処分
年月日

処分委託
年月日

処分受託者の
名称

処分

年月日蕊|製造者名|型式|製耆年|表零号
処分後の廃棄物の
種類及び処分先

台数又は
容器の数

凸
■
■
■
■
■
６
口
Ｕ
ｂ
Ｅ
Ｂ
Ｕ
Ｄ
Ⅱ
８
２
０
５
１
Ｆ
■
２
８
■
■
■

■

& ■ E ■ ■ ､ ■ ､ I
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2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

|電潴号’電話番号
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名

所在の場所

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

廃棄の見込み製品の型式等 量

濃度
区分

総重量
（1台当たり

肛量×台数）

参考事項製品の種類番号 廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数

定格

容量

表示記号

等
製造者名 型式 製造年月

｜
｜
I

1 1 1 【 1 1 1

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量

所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由

~
~
~
~
~
~
~
~

総重量
（1台当たり
麓量×台数）

参考事項製品の種類番号 台数又は
容器の数

定格
容量

表示記号

等
製造者名 型式 I製造年月

I』’ J ■ ■
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③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

量製品の型式等
移動先の所在の場所並びに事業

者

又は事業場の名称及び所在地

所有終了
年月日

所有終了
理由

総重量
（1台当たり

ik鍬×台数）

参考事項番号 製品の種類

蕊i製造者名
台数又は
容器の数型式 |製造年月|表奮e号

●
■

■

■

■

■

１１１

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

1． この届出書は、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフエニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。

2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4． 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例： 28－001）を付すこと。なお、前回ま

での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号

等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること （例：不燃性油） 。

7~ 「処分予定年月」の棚には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の欄のうち、 「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の欄のうち、 「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにポリ堀ヒビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の欄のうち、 「容器の性状」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の欄のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

こと。

14． 「保管の状況」の欄のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

15~ 「保管の状況」の欄のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



(第5面）

16~ 「処分業者との調整状況」の棚には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、

「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

20． 「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ

き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物｣~とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

25． 「廃棄予定年月」の柵には、高濃度ポリ塩化ピフエニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

記載しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を

受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下

の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知

を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す

ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

28．都道府県知事が定める部数を提出すること。



2024 年 5 月 10 日

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等
囲い等
の有無

分別・
混在の別

漏れ等の
おそれ

（第１面）

保管の場所

様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）

番号

①前年度の３月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等

処分予定
年月

保管事業場の所在地

２８０－１０２８

金沢市長

保管事業場の名称

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

参考事項

金沢市消防局

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

金沢市広坂１丁目１番１号

廃棄物の種類

電話番号

量

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

保管の状況

容器の
性状

金沢市長　村山　卓

殿

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

届出者   

の規定に基づき、令和

定格
容量

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

処理業者との
調整状況

消防司令長　塚原　隆文

住　所

氏　名

電話番号

濃度
区分

金沢市泉本町７丁目９番地２

専用倉庫で保管

２８０－１０２８



（日本産業規格　Ａ列４番）



型式 製造年月

型式 製造年月
処分委託
年月日

処分受託者の
名称

19-1
変圧器（トラン

ス）
KVA TOSWVF 1966年 1 台 172.0 kg

低濃
度

R5.8.8 (株)富山環境整備

19-2
変圧器（トラン

ス）
KVA TOSWVF 1966年 1 台 172.0 kg

低濃
度

R5.8.8 (株)富山環境整備

19-3
変圧器（トラン

ス）
KVA RAT 1978年 1 台 500.0 kg

低濃
度

R5.8.8 (株)富山環境整備

19-4
変圧器（トラン

ス）
KVA NCP-FOR 1966年 1 台 380.0 kg

低濃
度

R5.8.8 (株)富山環境整備

19-5
コンデンサー
（3kg以上）

KVA KL-5 1978年 1 台 20.0 kg
低濃
度

R5.8.8 (株)富山環境整備

三菱電機

大阪変圧
器

100

75

その他
（油入自
冷式）

その他
（油入自
冷式）

（第２面）

番号

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

濃度
区分

保管開始
理由

参考事項
保管開始
年月日定格

容量

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

番号 廃棄物の種類

番号 廃棄物の種類 参考事項

保管終了
年月日

参考事項

量

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分を委託した場合

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

型式 製造年月製造者名

R5.8.24

50 三菱電機 R5.8.24
その他
（油入
り）

20
大阪変圧

器

廃棄物の型式等

表示記号
等

製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

廃棄物の種類

量

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

20 R5.8.24

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分
年月日

自ら処分した場合

大阪変圧
器

R5.8.24

R5.8.24

廃棄物の型式等

製造者名
定格
容量

定格
容量

処分
年月日

表示記号
等

量

濃度
区分



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

量

ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

所在の場所

台数又は
容器の数

製品の型式等

電話番号

番号

廃棄の見込み

①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

参考事項定格
容量

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

定格
容量

製品の型式等

製品の種類

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類

量
所有開始
理由

所有開始
場所

所有開始
年月日

参考事項



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

備考

    廃棄物については記入しなくて構わない。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

１．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    こと。

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の種類

製品の型式等
所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項番号

量

定格
容量

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。



１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。

（第５面）















様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

令和6年 月 日

金沢市長 殿

届出者

住所金沢市広坂1丁目1番1号

氏名 金沢市長村山卓

電話番号 076-220-2443

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条におい

の規定に基づき、令和 5年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

１

１

Ｊ

１

ｌ

ｌ

~
~１
保管事業場の名称

保管事業場の所在地

’ |電話番号’電話番号特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

保管の場所

①前年度の3月31日に保管していたボリ塩化ビフェニル廃棄物

量廃棄物の型式等 保管の状況
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漏れ等
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おそれ

総貫量
（1台当たり

薗邑×台数）

参考事項廃棄物の穂類番号 定格

容量

容器の

性状

表示配号

等

等
無
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有
囲
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(日本工業規格A列4番）



（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

’

国’ １
１

廃棄物の型式等

製選者名 ｜ 型式 製造年月

｜ ~

量

１
１

１
１

１
１

１
１

総重量
（1台当たり

壁且×台散）

廃棄物の種類 表示記号

等

台数又は

容器の数

定格

容量

■
③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

一

閏露､雛ゞ#竪灘鰯蝋琵者鳳
廃棄物の型式等

……|製紳零･撫欝
■■ ■

:

国…ぬ種､ １
１

定格

容還

■■■
④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

国… 蕊|徽 室:苧|妙 團
－－~11 111 1■
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’ ’自ら処分した場合
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処分を委託した場合
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処分参考事項
年月日

■
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(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

＝

金沢市総合体育館所在事業場の名称

所在事業場の所在地 金沢市泉野出町3丁目8番1号

|電話番号’電話番号
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名
スポーツ振興課長山岸瑞穂 076－220－2443

金沢市総合体育館機械室所在の場所

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

廃棄の見込み製品の型式等 量

濃度
区分’

総重量
（1台当たり

1K量×台数）

参考事項製品の種類番号 廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数

定格
容量 製造年月|表奮号製造者名 型式

30, 【"|讓欝| 'r-' | :5' 未定 低濃度1 台|835.0 kg変圧器（トランス）

'5' :w'|惹薑鑿IsF-' | '5' 未定 低濃度変圧器（トランス） 1 台1405.0 kg

7' %vA|讓蕊 未定 1 台1400.0 kg 低濃度変圧器（トランス） RA-T S59

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量

所有開始
場所

所有開始
理由

所有開始
年月日’

総重量
（1台当たり
敏量×台数）

参考事項製品の種類番号 台数又は

容器の数
定格

容量

表示記号

等
製造者名｜ 型式 I製造年月

I~~~
~~~

~
~
~

~
~
~
~’



（第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の型式等 量
移動先の所在の場所並びに事業

者

又は事業場の名称及び所在地

所有終了

年月日
所有終了
理由’

総重量
（1台当たり

煎逓×台数）

番号 製品の種類 参考事項

蕊|製造者名｜型式 |製造年月|表雪号
台数又は

容器の数

i l l ｛ ’ ｜ ’
ｌｌｌｌＩｌ

■

■

■

■

』

■

■

Ｉ

Ｆ

■

■

■

■
Ｕ
写
■
ａ
■
■
■
《
■
■
■
二

l. この届出書は、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフエニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には､速やかに都道府県知事に連絡すること。

3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4． 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例： 28－001）を付すこと。なお、前回ま

での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入式ること。

6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号

等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること （例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の欄のうち、 「台数又は容器の数」の柵には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の欄のうち、 「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10~ 「濃度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

のボリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の欄のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の欄のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

こと。

14． 「保管の状況」の欄のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

15． 「保管の状況」の欄のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



、

(第5面）

16． 「処分業者との調整状況」の棚には、高濃度ポリ塩化ビフエニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、

「今後分析予定」） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

20． 「処分年月日」の柵には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフエニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ピフェニル使用

製品以外のポリ塩化ビフエニル使用製品については、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ

き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフエニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

25． 「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフエニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

記載しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフエニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を

受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記戦される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下

の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知

を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から，0日以内に提出す
ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

28．都道府県知事が定める部数を提出すること。



様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ピフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

令和6年5 月17日

金沢市長村山卓 殿

正

届出者

住所金沢市広坂1丁目1番1号

氏名金沢市長村山卓
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号076-220-2111

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条1i

の規定に基づき、令和 5年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

’ １
１
１
１

ｌ

ｌ
ｌ

金沢市保健所保管事業場の名称

保管事業場の所在地 金沢市西念3丁目4番25号

’ |電話番号l1I電話番号 ’特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 保健所長越田理恵 076-234-5124

事業場の所在地と同じ保管の場所

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフエニル廃棄物

量廃棄物の型式等 保管の状況

処分予

定
年月

台数又
は

容器の

数

濃度

区分
処理業者との
調整状況

分別・
混在の

別

漏れ等
の

おそれ

参考事項番号 廃棄物の種類 総重堂
（1台当たり

重盈×台数）

定格

容鮭

容器の

性状

表示記号

等
等
無
い
有
囲
の製造者名 型式 製造年月

~
~
目
囹~

■
団

１
１

１
１
国
国

囲い

有、掲
示有

ガラス

瓶

その他PCBを
含む油

分別 なし1 個 21 ml

囲い

有、掲
示有

ガラス

瓶

その他PCBを

含む油
低濃度 分別 なし1 個 l L
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国
国
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■
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瓶
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月

月

月

：

分
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有
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囲
薇
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囲
荷
示
囲
脊
示
囲
高
示

|国'1個| ‘ ‘園|福≦
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ｌ
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ｌ
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ｌ
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ｌ
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ｌ
ｌ

‐
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(日本工業規格A列4番）



（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフエニル廃棄物

廃棄物の型式等 量

濃度
区分
保管開始
年月日

保管開始
理由

参考事項総重量
（1台当たり
重量×台数）

廃棄物の種類番号 台数又は
容器の数

定格
容量

表示記号

等
製造者名’ 型式 ｜製造年月

1 1 1 1 1 1

【 1 1

■■■■
の ロ ロ ロ

’
③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等 量

濃度
区分
保管終了
年月日

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項総重量
（1台当たり
砿最×台数）

廃棄物の種類番号 定格
容量

製造年
月

台数又は
容器の数

表示記号

等
製造者名 型式

■ ■ B

■ 一

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ピフェニル廃棄物

自ら処分した場合 処分を委託した場合廃棄物の型式等 量

濃度
区分

’
1’

参考事項総重量
（1台当たり
重舐×台数）

番号 廃棄物の種類 処分
年月日

処分
年月日

処分受託者の
名称

処分委託
年月日

定格
容量

製造年
月

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

台数又は
容器の数

表示記号

等





(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称 金沢市保健所

所在事業場の所在地 金沢市西念3丁目4番25号

’ |電話鵜’電話番号
ポリ塩化ピフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名
保健所長越田理恵 076-234-5124

｜

I

所在の場所 事業場の所在地と同じ

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ピフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

廃棄の見込み製品の型式等 量

濃度
区分

参考事項総重量
（1台当たり
壷量×台数）

製品の種類番号 処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数

廃棄予定
年月

定格
容量

表示記号

等
製造者名 型式 製造年月

高濃度試薬を
調整

未定その他PCBを含む油 1 個| 200 ml 低濃度R2-001

高濃度試薬を
調整~

未定 1 個| 200 m1 低濃度その他PCBを含む油R2-002

高濃度試薬を
調整

未定 低濃度1 個| 200 mlその他PCBを含む油R2-003

高濃度試薬を
調整

未定 1 個 低濃度その他PCBを含む油 200 mlR2-004

未定 低濃度 分析試薬1 個 2 mlその他PCBを含む油

未定 低濃度 分析試薬1 個その他,PCBを含む油 69 ml

未定 低濃度 分析試薬1 個| 40 mlその他,PCBを含む油

‘

’ 未定 低濃度 分析試薬1 個| 40 m1その他PCBを含む油

I

未定 低濃度 分析試薬1 個その他PCBを含む油 46 ml



未定その他PCBを含む油 5 個 低濃度 分析試薬10 ml

未定その他,PCBを含む油 5 個| 10 ml 低濃度 分析試薬

未定 低濃度その他PCBを含む油 5 個l 1O ml 分析試薬

未定その他PCBを含む油 8 個 低濃度 分析試薬16 ml

■ ■

未定その他PCBを含む油 1 個 低濃度 分析試薬80 Inl

ﾛ 日

未定その他PCBを含む油 1 個| 39 ml 低濃度 分析試薬

『 ■ ■

未定 1 個 低濃度その他PCBを含む油 分析試薬49 ml

未定その他PCBを含む油 1 個 低漉度 分析試薬49 1n1

未定 1 個| 49 m] 低濃度 分析試薬その他PCBを含む油

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

量製品の型式等
所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由

参考事項総重量
（1台当たり
iK銑×台数）

製品の種類番号 台数又は
容器の数

定格
容量 型式 ｜製造年月 |表奮号製造者名

■ ■ ■

U I U I I I

ロ グ

I ロ

ロ ■

ﾛ ﾛ I

1 1 ．

ロ



（第4面） ‐

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の型式等 量

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項製品の種類 総重量
（1台当たり
誼量×台数）

番号

鑿製造者名 型式 |製造年月表奮号
台数又は
容器の数

■

1． この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。

2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の柵には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4． 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例： 28－001）を付すこと。なお、前回ま

での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号

等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること （例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の欄のうち、 「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量jの柵のうち、 「総重量」の柵には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記戦すること。その他

のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品以外

のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の柵のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ピフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の欄のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14． 「保管の状況」の欄のうち、 「分別・混在の別」の柵には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15． 「保管の状況」の棚のうち、 「漏れ等のおそれ」の柵には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



(第5面）

16． 「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ボリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

こと。低濃度ポリ塩化ピフェニル廃棄物については記戦しなくて構わない。

17． 「参考事項」の柵には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、

「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

20． 「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

22~ 「①前年度の3月31日に使用していたボリ塩化ビフエニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ピフェニル使用

製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ

き、記載するものである。

23~ 「高濃度ポリ塩化ピフエニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフエニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

25． 「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフエニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

記載しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフエニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を

受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた
めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下

の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知

を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す

ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28．都道府県知事が定める部数を提出すること。



様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

~ポリ塩化ピフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用） ~

令和6年 月 日

金沢市長 殿

届出者

住所金沢市広坂1丁目1番1号

氏名金沢市長村山卓

電話番号 076-220-2443 ~

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条におい

の規定に基づき、令和 6年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1． ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

’

~~

１
１

’
１

…

Ｉ

保管事業場の名称 金沢市民野球場

’保管事業場の所在地 金沢市磯部町二45番地

| ’ ’’ スポーツ振興課長山岸瑞穂特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 076－220－2443

保管の場所 金沢市民野球場キュービクル内（屋内）

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

｜ ~ ；廃棄物の型式等 保管の状況量

処分予

定

年月

台数又

は

容器の

数

処理業者との

調整状況
漏れ等

の

おそれ

分別・

混在の

別

参考事項番号 総重堂
（1台当たり

唾量×台数）

廃棄物の種類 定格

容盈

容器の

性状

表示記号

等

等
無
い
有
囲
の製造者名 製造年月型式

国
■
■

国
■
ｌｌ

１
１
１

■
■
■

Ｉ
ｌ
ｌ

Ｉ
Ｉ

囲い

有、掲

示有

金属製

箱

蛍光灯用安定

器

東芝電材

（株）

20BMS-

207H-B-S
混在 なし不明2 KVA 25 台

’１
１’ ！

(日本工業規格A列4番）



（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

閻蹴､ ｜
■■■

I’ 廃棄物の型式等

製…' "” |鯉謹篝．
‘ ’

量

保管開始

理由１
１

１
１

１
１

１
１

総重邑
（1台当たり

重赴×台数）

麗棄物の種類 定格

容壁

表示記号

等

台数又は

容器の数

■
Ｌ

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管すること~となったポリ塩化ビフエニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

|参考報｜
■

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地１
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④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物
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(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称 金沢市民野球場

所在事業場の所在地 金沢市磯部町二45番地

’ |電話番号’電話番号
ポリ塩化ピフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名
スポーツ振興課長山岸瑞穂 076－220－2443

｜

’金沢市民野球場キュービクル内（屋内）所在の場所

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物を除く。 ）

ロ ロ

製品の型式等 廃棄の見込み
皇
旱

濃度

区分
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Ⅱ
１
０
１
Ⅱ
６
１
９

総重量
（1台当たり

重量×台数）

参考事項製品の種類番号 廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数

定格
容量 製造者名｜ 型式 ｜製造年月 |表零号

■
口
守
■
■
甲
二

’
北陸電機

製造
（株）
WWI平成元年 未定 低濃度2 台:218.0 kgリアクトル 2 KVA

●
巴
む
け
寺
■

画
■
■
■
■

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量

所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由

総重量
（1台当たり
砿熾×台数）

参考事項製品の種類番号 台数又は
容器の数

定格
容量

表示記号

等
製造者名 型式 製造年月

ロ ロ

I



（第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品

製品の型式等 量
移動先の所在の場所並びに事業

者

又は事業場の名称及び所在地

所有終了
年月日

所有終了
理由

総重量
（1台当たり

童金×台数）

番号 製品の種類 参考事項
蕊1製遣著名| 型式 |製造年月|表零号

台数又は

容器の数

1 1 1 1

1． この届出書は、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフエニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。

2~届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

3~ 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の柵には.、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4． 「番号」の柵には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例：28－001）を付すこと。なお、前回ま

での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号

等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること （例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の欄のうち、 「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9~ 「量」の欄のうち、 「総重量」の欄には、ボリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重堂を記載すること。

10． 「濃度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11~ 「保管の状況」 として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の柵のうち、 「容器の性状」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13~ 「保管の状況」の欄のうち、 「囲い等の有無」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

こと。

14． 「保管の状況」の欄のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

15． 「保管の状況」の欄のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ピフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



(第5面）

16． 「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ボリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例； 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、

「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

20． 「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

22~ 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフエニル使用製品（高濃度ボリ塩化ビフエニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ピフェニル使用

製品以外のポリ塩化ビフエニル使用製品については、ポリ塩化ピフエニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ

き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフエニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

25． 「廃棄予定年月」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフエニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること~・低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

記載しなくて構わない。

26． この届出に係るボリ塩化ビフエニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を

受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下

の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知

を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す

ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

28．都道府県知事が定める部数を提出すること。



No. KS-C4-1068

東芝ライテック株式会社

PCB有無

有※（注）

【“照明器具用安定器”に対するＰＣＢ含有・有無判断について】
ＰＣＢ有無の判定結果は『無』『有』『有※』の何れかになります。
形名末尾に（旧和光製）とあるものは、「旧和光電気株式会社」製品、または「旧和光電材機器株式会社」製品となります。
『無』の場合は、ＰＣＢを含有しておりません。産業廃棄物として処理してください。
『有』『有※』は製造ロット、製品本体表示内容により判定が異なりますので、以下をご確認ください。
ＰＣＢ有無判定が『有』の場合は下記（１）、（３）を除き高濃度PCB（１００％）を含有しております。
ＰＣＢ有無判定が『有※』の場合は下記（１）～（３）を除き高濃度PCB（１００％）を含有しております。
（１）「ＮＯ ＰＣＢ」または「ＮＯＮ ＰＣＢ」または「○の中にＦ」の表示がある場合
　　　ａ）外付けコンデンサの型式が「ＦＭ」「ＦＭＡ」「ＦＲＦ」の場合は、微量ＰＣＢの混入の可能性を否定できない製品になります。
　　　　　「ＰＣＢ無し」と断定できない為、「ＰＣＢ有り」として処分してください。
　　　ｂ）ａ）以外の型式の外付けコンデンサの場合は、ＰＣＢを含有しておりません。産業廃棄物として処理してください。
   　 C）コンデンサ充填材固定型（コンデンサ内蔵タイプﾟ）の場合は、コンデンサの型式を確認する事が出来ず、
　　　　　「ＰＣＢ無し」と断定できない為、「ＰＣＢ有り」として処分してください。
   　 ｄ）ａ）、ｃ）の場合であって、 社名が「東芝ライテック株式会社」の場合は、ロット番号により「ＰＣＢ無し」の場合がありますので、
　　　　「東芝ライテック商品ご相談センター（弊社ホームページ参照）」までご連絡ください。
（２）社名が「東芝電材株式会社」若しくは「東芝ライテック株式会社」の場合
　　　ａ）外付けコンデンサの型式が「ＦＭ」「ＦＭＡ」「ＦＲＦ」の場合は、微量ＰＣＢの混入の可能性を否定できない製品になります。
　　　　　「ＰＣＢ無し」と断定できない為、「ＰＣＢ有り」として処分してください。
　　　ｂ）ａ）以外の型式の外付けコンデンサの場合は、ＰＣＢを含有しておりません。産業廃棄物として処理してください。
   　 C）コンデンサ充填材固定型（コンデンサ内蔵タイプﾟ）の場合は、コンデンサの型式を確認する事が出来ず、
　　　　　「ＰＣＢ無し」と断定できない為、「ＰＣＢ有り」として処分してください。
   　 ｄ）ａ）、ｃ）の場合であって、 社名が「東芝ライテック株式会社」の場合は、ロット番号により「ＰＣＢ無し」の場合がありますので、

　　　　「東芝ライテック商品ご相談センター（弊社ホームページ参照）」までご連絡ください。

（３）製造ロットが昭和３１年（１９５６ 年）１２月以前である場合、ＰＣＢを含有しておりません。産業廃棄物として処理してください。
【“コンデンサ型式”に対するＰＣＢ 含有・有無判断について】
上記一覧の「形名」欄に掲載されている“コンデンサ型式”は、お客様が指定された「型式」がそのまま反映されています。
ＰＣＢ 含有の判断はご指定いただいた「型式」の一部、先頭文字列のみで判断しておりますこと、ご承知おきください。

2021年12月14日

PCB含有有無　証明書

PCB含有有無につきまして、下記の通り証明いたします。

記

形名

 件名：金沢市民野球場ナイター照明取替工事

東芝ライテック株式会社

（1）本安定器は、意図的な高濃度ＰＣＢ(100%)の使用はございませんが、
微量ＰＣＢの混入の可能性を否定できない安定器（コンデンサ含む）になります。
微量PCB混入でのPCBの濃度の分類（例えば高濃度か低濃度か）について環境省にて
検討中で、現時点では微量PCB混入安定器の処理方法が決まっておりません。
現在環境省にて処理方法検討の為サンプリング調査を開始し、その調査結果に従って
処理方法が決定される予定です。
上記理由により環境省の調査の具体的な完了期日は明確になっておりませんが、
「低濃度PCBとして処理」及び「高濃度PCBとして処理」は行わなず上記結果が
出るまではお客様にて保管頂きたく、宜しくお願い致します。

〒212-8585　神奈川県川崎市幸区堀川町72番地34（ラゾーナ川崎東芝ビル）
ホームページアドレス　https://www.tlt.co.jp/

20BMS-207H-B-S　(東芝電材(株)製）

（以下送付頂いた安定器銘板の写真）



 



様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用） ~

令和6年 月 日

金沢市長 殿

届出者

住所金沢市広坂1丁目1番1号

氏名金沢市長村山卓

電話番号 076-220-2443

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条におい

の規定に基づき、令和 5年度のポリ塩化ピフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について
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l

保管事業場の所在地

’ |’’特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 電話番号

保管の場所

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフエニル廃棄物
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(日本工業規格A列4番）
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②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

国
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１

１
１
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亙赴×台数）

廃棄物の種類 参考事項定格

容量

表示記号

等

台数又は

容器の数

■
③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

|鰯團團"蟇蕾了|移職繍襄糒者|国
l l l l l l ■

廃棄物の型式等

製造者名型式 ｜製造年
I 月

、 1

~ I

１
１

１
１

定格

容壁

表示龍号

等

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ピフェニル廃棄物

国離…※“
容量 |鰯蟹翻露|黛 鑿| 挿

■ ~ I
ll■ ~ ｜
|mlli

廃棄物の型式等

製造者名型式 I製
年造

月

製

１
１
１
１

処分

年月日

衷示記号

等

’’



(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

金沢市民野球場所在事業場の名称

所在事業場の所在地 金沢市磯部町二45番地

|電話番号’電話番号’
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名
スポーツ振興課長山岸瑞穂 076－220－2443

’
金沢市民野球場キュービクル内（屋内）所在の場所

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物を除く。 ）

製品の型式等 廃棄の見込み
皇
塁

濃度
区分’

６

凸

■

８

”

Ⅱ

日

日

■

■

■

■

■

■

”

■

Ｕ

”

且

■

０

甲

■

ロ

▼

甲

■

■

総重量
（1台当たり

亜趾×台数）

参考事項製品の種類番号 廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は

容器の数
定格
容量

表示記号

等
製造者名 製造年月

北陸電機

製造
（株）

CNTP-

TVCK
未定 2 台1218.0 kg 低濃度平成元年リアクトル 2 KVA

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量

所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由

総重量
（1台当たり

煎品×台数）

参考事項製品の種類番号 台数又は

容器の数
定格

容量 製造年月 |表誓号製造者名I 型式

’
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（第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の型式等 量
移動先の所在の場所並びに事業

者

又は事業場の名称及び所在地

所有終了
年月日

所有終了
理由

番号 製品の種類 総重量
（1台当たり

重最×台数）

参考事項
蕊|製造者翁| 型式 |製遣年月|表奮号

台数又は

容器の数

■
ロ
■
■
■
、
、
■
■
Ｇ
Ｂ
■
Ｂ
Ｄ
Ｏ
Ｄ
Ｅ
ｐ
■
且
〃
■
■

■
争
芯
凸
●
０
■
寺
ロ
■
①
■
ロ
■
凸
■
凸
■
守
ら
■
■
■
■
ｐ
弓

■

■

■

■

■

■

■

■

■

巳

■

日

■

■

■

■

■

■

■

■

■

備考 1． この届出書は、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフエニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。

2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地jの欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4． 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例； 28－001）を付すこと。なお、前回ま

での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等jの欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号

等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること （例：不燃性油） 。
7． 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ピフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の欄のうち、 「台数又は容器の数」の柵には、ポリ塩化ビフエニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の欄のうち、 「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の柵には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外
のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにポリ堀ヒビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の柵のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の欄のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

こと。

14．， 「保管の状況」の欄のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

15~ 「保管の状況」の欄のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

一



(第5面）

16． 「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する
こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること （例； 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、
「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。
19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20． 「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22~ 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ピフエニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフエニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

25． 「廃棄予定年月」の柵には、高濃度ポリ堀ヒビフエニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については
記載しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフエニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を

受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下

の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6．月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知

を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

28~都道府県知事が定める部数を提出すること。



様式第一号（一） (第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

令和6年6月28日

金沢市長 殿

届出者

住所金沢市広坂1丁目1番1号

氏名金沢市長村山卓
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号220－2430

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19a

の規定に基づき、令和 5年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ピフェニル廃棄物について

’’ 金沢市立犀川小学校保管事業場の名称

保管事業場の所在地 金沢市末町2-148

’ |電話番号’電話番号主任圭事坂口真由美特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 220-2430

保管の場所

一



①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

囮
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■
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国
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等
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漏れ等
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おそれ
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保管の状況廃棄物の型式等

蕊製造者名 型式 製造年月 |雑|輔
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l I ~ ’

Ｉ
Ｉ

１
１

１
１

Ｉ
Ｉ

(日本工業規格A列4番）



(第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 量

濃度
区分

保管開始
年月日

保管開始
理由

1 1 1

参考事項総重量
（1台当たり
魚鍛×台数）

廃棄物の種類番号 台数又は
容器の数

表示記号
等

定格
容量

製造者名 型式 製造年月

、 Ⅱ

ﾛ ﾛ ロ

1 1 ．

~

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）
ロ

廃棄物の型式等 量

保管終了
理由

濃度
区分
保管終了
年月日

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項総重量
（1台当たり
並量×台数）

番号 廃棄物の種類 定格
容量

製造年
月 |表雪号

台数又は
容器の数

製造者名 型式

1 1 1 1． I I f

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ピフェニル廃棄物

自ら処分した場合 処分を委託した場合
I ’

廃棄物の型式等 量

濃度
区分

参考事項総重量
（1台当たり
重埜×台数）

番号 廃棄物の種類 処分
年月日

処分
年月日

処分委託
年月日

処分受託者の
名称蕊|製造者名

製造年
月

台数又は
容器の数

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

表示記号
等

型式

E白一哩

電気製
造
／避上、

蛾
度

(株)富山環境整
備

変圧器（トラ
ンス）

R5.7.31《
ロ 232.0 k9 R5.7.2650 KVA B3263 S58 137

E B U ■ ■ ■ ﾛ

1 1
ロ ロ ロ

1 1 、 I I I I I
1 1 1 1

I

ロ 『 ロ ロ ﾛ ロ



’
､ ， ‘〔直春雨〕産業廃棄物管理票（統一マニフエスト) E票本伝票はﾉｰｶｰﾎﾝ紙･ 7枚複写です｡強めにお書き下さい。

整理番号
一一

整理番号 |扉
’|”ﾕ4108760E14鯛8760ソ肘冶， 熟ﾉ急げ交付年月日 交付番号 交付担当者

淵将とヅ年~／・－

氏名又は名称 名称
（
排
出
事
業
場
）

事

業

場

（
排
出
者
）

事

業

者

金沢市壷鍾州小挙較令辨市

所在地〒9泌-1卸2 電話番号 076詮20-2430
石洲I桑金沢栴末町2国"1“

住所〒9”-8577 電話番号076-220画･瀞31
石剛殿金沢市広坂1Tg1r1号都市政策局企画胸整
揮

鼎

ー

一
Ｅ
－
Ｅ
－
Ｅ~

ー

口種類(普通の産業廃棄物）

□0100燃えがら □1200金属くず

□0200汚泥 □1300瀕皇i｡陶磁器くず
□0300廃油 □1400鉱さい

□0400廃酸 □1500がれき類

□0500廃アルカリ ロ1600家畜のふん尿

□0600廃ﾌﾗｽﾁｯｸ顎□1700家畜の死体

□0700紙くず~ □1800ぱいじん

□0800木くず □1900 13号廃棄物

□0900繊維くず □4000動物系固形不要物

□1000動植物性残さ□5000混合廃棄物

□1100ゴム〈ず □

□口一口一口一口一口｜口一□ローロー□

泥油

廃汚
００

００
２３

００

口□

０００００

－皿艸伽剛一剛一ｍ一ｍ
□
０
４
０

，口種類(特別管理産業廃棄物）

7000引火性廃油□7424燃えがら(有識

7010引火性廃油(有害）□7425廃油(有害）

7100強酸 □7426汚泥(有害）

7110強酸(有害） □7427廃酸(有害）

7200強アルカリ ロ7428侭ｱﾙｶﾘ(龍）

7210菌ｱﾙｶﾘ(有害）□7429ばいじん(有害）

7300感染性廃棄物□743013号嬢物(露）

7410PCB等 □7440廃水銀等

7421廃石綿等 □
7422指定下水汚泥□

7423鉱さい(有害） □

害害

有有
くく

泥酸
廃汚

７６
２２

７７
４４

□□

荷姿

鋼製導器

数選(及び単位）

ケ
ヘ

ー■

■

J

l

産

業

廃

棄

物

産業廃棄物の名称

０

．

匹

Ｐ

７

０

０

Ｉ

０

Ｈ

０

Ⅱ

Ｉ

Ⅱ

Ⅱ

０

Ⅱ

ｌ

Ｅ

Ｆ

ｒ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

０

１

１

１

０

１

１

１

凪

，

。

Ｑ
平
成
１
７
零
１
。
周
１
日
に
施
奮
れ
た
環
壌
奮
令
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鼓
唾
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り
、
Ｏ

団
従
来
ま
で
の
担
当
者
の
氏
名
に
加
え
会
社
名
の
記
入
が
必
要
で
丈

廃P鰯等

有害物質等

P齢

処分方法

焼却
一

口特定産業廃棄物

口石綿含有産業廃棄物

口水銀含有ぱいじん等
口水銀使用製品産業廃棄物

中
間
処
理
業
者
／
最
終
処
分
業
者
Ｉ
↓
排
出
事
業
者
／
中
間
処
理
業
者

－

中間処理

~

１
１

管理票交付者(処分委託者)の氏名又は名称及び管理票の交付番号(登録番号）

口帳簿記載のとおり
口当欄記載のとおり＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊牟苛：

ケ

ヶ

ヶ

″

／

／

賜

器

．

〃

機

物

油

４

幅
蹄
睡
~
棚
車

廃棄物産業廃棄物
一

名称／所在地／電話番号

園委託契約書記載のとおり
口当欄記載のとおり

最終処分

の場所 ダ
一

‐ 0つ

名称 株式会社融lI環蹴整備１
１
１
１

氏名又は名称株式会社富山環境整備 、~
（
処
分
事
業
場
）

運
搬
先
の
事
業
場

運
搬
受
託
者

所在地〒<l"2638 電話番号076･･4695356

富山術婦IP町畜各3 :j

住所〒9392638電話番号076．．4695356

富山市婦中町舂谷3 3

婆1氏名又億名称株式会社剛1環境整儲

処分

名称

又

は

保

管

積

替

え

受
託
者

本＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

所在地〒 電話番号

＊率＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊．＊＊|僅爾Ⅷ""’……創繩“富山市婦中町吉谷3 3

團 卜・

受溌者の氏名又I銘称
蓮掘担当者の氏名

数量(及び単位）

掴
受領

~~~~
運搬

終了年月日．

一

株式会社富1噸雌備K, | '; 拝I I､､､>~
有価物拾集量

>C｣？年7ジ拾
〆

(株)富山環境整備石田敦史

臂
最終処分
終了年月日

処 分

終了年月日
受齢者の民名又は名称
処分担当者の氏名 眺晶』ぬ塁》月ｸ日 ユリ」

(委託契約書記載の場所にあっては委託契約書記載の番号）名称／所在地／電話番号 Ｉ
終処分を最

團
画
函
画
ロ
ロ
ー
‐
１

瀧山餓餓凱瀧姉繍囎網-31MIWi-W-5IM行った場所

夕

(直行用） AS-1マニフェスト販売センター
可

照
合
確
認

年 月 日

年 月 日

年 月 日



一

(第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

様式第一号（一）

令和6年6月28日

金沢市長 殿

届出者

住所金沢市広坂1丁目1番1号

氏名金沢市長村山卓
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号220－2430

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第193

の規定に基づき、令和 5年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

｜
’

l

金沢市立四十万小学校保管事業場の名称

保管事業場の所在地 金沢市四十万3－186

’’聿任聿事坂口真由美特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 220-2430

保管の場所



①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフエニル廃棄物

照因

■
■■■■

廃棄物の型式等

表示記号
製造者名 型式 製造年月

等

価， 台｣"｡ ‘恩照三菱電機
SF型1種 S59

㈱

■ ■I
■ ■

台数又
は

容器の

数

総重量
（1台当たり
皿壁×台数）

容表示記号

等
製造年月製造者名 型式

三菱電機

㈱
そSF型1種

《ロ

180.0 kg1S59

■
■
回
■
■
■
■
■

ｌ
ｌ
Ｉ
ｌ
‐

保管の状況

漏れ等
の

おそれ

分別・

混在の

別

器の
性状

等
無
い
有
囲
の

定格
容蛍

囲い

無、掲
示無

の他 なし分別50 KVA

■
吾計

変圧器（トランス） 1台

(日本工業規格A列4番）



(第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 量

保管開始
年月日

保管開始
理由

濃度
区分

参考事項総重量
（1台当たり
亜量×台数）

廃棄物の種類番号 表示記号
等

台数又は
容器の数

定格
容量

型式 製造年月製造者名

変圧器（トラン
ス）

三菱電機㈱ I SF形1種 低濃度1 台| 180.0 kg R6.3. 15S5950 KVA40

’
◆

■ ■

ロ ﾛ ロ ロ ﾛ ロ ロ ロ

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等 量
濃度
区分
保管終了
年月日

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項総重量
（1台当たり
重量×台数）

番号 廃棄物の種類 定格
容量

製造年
月

表示記号
等
台数又は
容器の数

製造者名 型式

ロ ロ ロ

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

自ら処分した場合 処分を委託した場合廃棄物の型式等 量

濃度
区分

参考事項総重量
（1台当たり
或餓×台数）

廃棄物の種類番号 処分
年月日

処分
年月日

処分受託者の
名称

定格
容堂

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分委託
年月日

製造年
月

表示記号
等
台数又は
容器の数

製造者名 型式

ロ ロ ロ ロ ロ ロ ロ

1 1 1 1 ロ

ロ ロ ロ 。 ロ ロ ロ

〆



分析結果総括表

令和5年11月17日

様金沢市立四十万小学校

擬
計量証明

株式会社

〒923-1253石

TEL:076-277-2

登録第1号

一事業本部

更田273番地

-277-3139

貴依頼による絶縁油中のPCB含有量分析に係る結果を以下に示します。

件名：金沢市立四十万小学校PCB含有分析

I 』 I

備考単位試料名 結果 基準
’
１１１。

■
■
■
■
■
■
■

９
１

Ⅱ

Ｉ

Ⅱ

１

日

１

Ⅱ
■
Ⅱ

mg/kg0.5以下 基地超過(低濃度）トランス1
－

トランス2

37

mg/k90.15未満 0.5以下

以下余白

1 1 1

ﾛ ﾛ

ロ

由

の 1 1

－

備考；

分析の結果､基準を超過する絶縁油の使用が確認された機器は『ポリ塩化ピフェニル廃棄物の適正な処理の推
進に関する特別措置法』により以下の事項が義務付けられます。

1．都道府県知事(保健所を設置する市又は特別区にあっては､市長又は区長)への届出
2．法で定める期限内(2027年3月31日)までの処理

3．譲り渡し及び譲り受けの禁止

4．廃棄物処理法で定める｢特別管理産業廃棄物管理責任者｣の設置

5．廃棄物処理法で定める｢特別管理産業廃棄物保管基準｣に基づく適正な保管
同基準には飛散･流出･地下浸透･悪臭発生の防止などがあります

1／1



分析結果報告書
へ

No．P5800069

令和5年11月17日様金沢市立四十万小学校

試料の区分

試料名

トランス
ー

トランス1 計量証明事業登録石川県第1号(濃度）

株式会制採取場所 金沢市立四十万小学校キュービクル内

〒920-0811

採取年月日

採取時間

令和5年11月5日

9時30分

株式会社：

〒923-1253

TELO76-277-3733FAXO7

分析担当者島村M

採取の区分

採取者

収集

一般財団法人北陸電気保安協会

特記事項

貴依頼による絶縁油中のPCB含有量分析に係る結果を次の通り報告します。

◆対象機器

製造者

型 式

製造年

製造番号

定格容量

総重量

三菱電機株式会社

SF形1種

1984年

G183208

50kVA

180kg

１
１

受電電圧

総油 量

6600V
■■■■■■■■■■■■■■■■■■

41L

－

◆結果 ﾛ

検出下限値
(mg/kg)

結果
(mg/kg)

判定基準
(mg/kg)

分析項目

0.15ポリ塩化ビフェニル 0.5以下37

絶縁油中の微量PCBに関する簡易測定法マニュアル2.1.2

(平成23年5月環境省廃棄物･ﾘｻｲｸﾙ対策部産業廃棄物課）
分析方法

今

【備考】

PCB濃度が処理の判定基準(0.5mg/kg)を超えたときは､PCB廃棄物として適正に保管等の処理並びに届出を行う。
（平成16年2月17日環廃産発第040217005号）

※収集.持込み試料の場合､試料名他採取情報は､ご依頼者のお申し出により､記入しました。

－



分析結果報告書

No．P5800070

令和5年11月17日様金沢市立四十万小学校

'試料の区分

試料名

トランス
ー

トランス2 計量証明事業登録石川県第1号(濃度）

株式会採取場所 金沢市立四十万小学校キュービクル内

〒920-08

採取年月日

採取時間

令和5年11月5日

9時30分

株式会社

〒923-12

収集

一般財団法人北陸電気保安協会

TELO76-277-3733FAXO7

分析担当者島村ロ

採取の区分

採取者

特記事項

貴依頼による絶縁油中のPCB含有量分析に係る結果を次の通り報告します。

◆対象機器

者 ； 株式会社東芝

式 HCTR-S5
年 ~ 1994年

号 94057818

量 75kVA

量 305kg

製造

型

製造

製造番

定格容

総重
~~~

｜
’

受電電圧

総油量

6600V
－

70L

◆結果

検出下限値
(mg/kg)

判定基準
(mg/kg)

結果
(mg/kg)

分析項目

ロ ロ

ポリ塩化ピフェニル 0‘15未満 0．150.5以下

絶縁油中の微量PCBに関する簡易測定法マニュアル2.1.2

(平成23年5月環境省廃棄物･ﾘｻｲｸﾙ対策部産業廃棄物課）
分析方法

【備考】

PCB濃度が処理の判定基準(0.5mg/kg)以下であるときは､PCB廃棄物に該当しない。

（平成17年12月19日環廃産発第051219001号）
※収集｡持込み試料の場合､試料名他採取情報は､ご依頼者のお申し出により､記入しました。

I



(第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

様式第一号（一）

令和6年6月28日

殿金沢市長

届出者

住所金沢市広坂1丁目1番1号

氏名金沢市長村山卓
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号220-2430

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19今

の規定に基づき、令和 5年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ピフェニル廃棄物について

１
１

l

l

金沢市立浅野町小学校保管事業場の名称

保管事業場の所在地 金沢市京町35-1

’ ’’主任主事坂口真由美特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 220-2430

保管の場所



①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

蘭
凶
■
■
■
■
■
■

■

■

~

mm"|…廃棄 ‘操｡雫 鞠｜
■■■ ’ ■■■■ ｜
■■■ l l l l■■■■ ｜
J I||| | 1 | | |

漏れ等
の

おそれ

保管の状況

:瀧幟
~ l l
l l
l l

■■
(日本工業規格A列4番）



(第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ピフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 量

濃度
区分
保管開始
年月日

保管開始
理由

参考事項総重量
（1台当たり

重獄×台数）

廃棄物の種類番号 台数又は
容器の数

表示記号

等
定格
容量

型式 製造年月製造者名

G ■

甲 ■

’ ’
U I I I

ロ ■ ロ ロ ロ

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等 量

濃度
区分
保管終了
年月日

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項総重量
（1台当たり
重量×台数）

番号 廃棄物の種類 定格
容量 型式 ｜製育隼|表誓÷

台数又は
容器の数

製造者名
U U

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ピフェニル廃棄物

自ら処分した場合 処分を委託した場合廃棄物の型式等 量

濃度
区分

参考事項総重量
（1台当たり
重量×台数）

番号 廃棄物の種類 処分
年月日

処分
年月日

処分委託
年月日

処分受託者の
名称

製造年
月

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

定格
容量

表示記号

等
台数又は
容器の数型式製造者名

(株)富山環境整
備

“
度

変圧器（トラ
ンス）

PS6-6DP

50K11
R5．7．31台 267.0 R5．7．26S47 150 KVA38

(株)富山環境整
備

鵬
度

変圧器（トラ
ンス）

R5．7．31《
ロ R5．7．261 133．020 KVA G200166 S5839

戸

I

■ ■ ■ 『 ■ Ⅱ

■ ﾛ ﾛ ﾛ ﾛ ﾛ ■

1 1 1 ．

ＩＩＩｌｌｌｌｌ



,｜

〔蘆春雨~〕産業廃棄物管理票（統一マニフエスト) E票本伝票はﾉｰｶｰﾎﾝ紙7枚複写です｡強めにお書き下さい。
a

|蠅挙|’封寸担当者’ |銅
l

う年フ月ﾂ/日｛
氏名

需上瑚灘．8触蝋88757 整理番号交付年月日 交付番号
少藤ノ

名称

金沢市立違野町小拳絞

氏名又は名称 （
排
出
事
業
場
）

事

業

場

（
排
出
者
）

事

業

者

金浪市

所在地〒920-1"2 電話番号 0祁惣”･･2439
、

石川繁金沢市京町3酷1
住所〒9鋤・8577 電話番号076－錘俳卿31
石剛県金浪市広坂1T目1番1号都市敵策働企画湧叢
趣

Ｑ

率

呼

７

零

。

周

１

日

に

譽

れ

た

驚

蔦

の

藍

に

よ

り

↓

○

図
従
来
ま
で
の
担
当
者
の
氏
名
に
加
え
会
社
名
の
記
入
が
必
要
で
す
．

一
恥
Ⅷ
伽
伽
恥
脚
跡
伽
皿
伽
皿

Ｉ

■
ｑ
４
■
■
ｑ
Ｏ
ｑ

ｑ

ｄ

Ｈ

ｌ

’
１
０
０
伊
即
■
ｒ
ｌ
ｌ
附

産

業

廃

棄

物

荷姿

鋼製容器

4口種類(特別管理産業廃棄物）

7000引火性廃油□7424燃えがら(有害）

7010引火性廃油(有害）□7425廃油(有害）

7100強酸 □7426汚泥(有害）

7110強酸(有害） □7427廃酸(有害）

7200強アルカリ ロ7428廃ｱﾙｶﾘ(有害）

7210鴬ｱﾙｶﾘ(有害) D7429ばいじん(有害）

7300感染性廃棄物□743013号鐸物(有害）

7410PCB等 ロ7440廃水銀等

7421廃石綿等 □

7422指定下水汚泥□

7423鉱さい(有害） □

数蚤(及び単位）

今
《･ノ

口種類(普通の産業廃棄物）

0100燃えがら □1200金属くず

0200汚泥 □1300語勇司陶磁器くず
0300廃油 □1400鉱さい

0400廃酸 □1500がれき類

0500廃アルカリ ロ1600家畜のふん尿

0600廃ﾌﾗｽﾁｯｸ類□1700家畜の死体

0700紙くず □1800ぱいじん

0800木くず □190013号廃棄物

0900繊維くず □4000動物系固形不要物

1000動植物性残さ□5000混合廃棄物

1 100ゴム〈ず 、

恥一恥一恥一恥一恥一肌一脚一恥恥皿□

ケ

~~産業廃棄物の名称

廃P輪等

有害物質等

PC8

処分方法

焼却
一

口特定産業廃棄物

口石綿含有産業廃棄物

口水銀含有ぱいじん等

口水銀使用製品産業廃棄物

Ｉ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

中
間
処
理
業
者
〆
最
終
処
分
業
者
ｌ
↓
排
出
事
業
者
／
中
間
処
理
業
者
Ｅ
票

管理票交付者(処分委託者)の氏名又は名称及び管理票の交付番号(登録番号)‐

口帳簿記載のとおり＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
口当欄記載のとおり

P棚廃電機器上ヶ
P錫汚禁物／ケ

中間処理

産業廃棄物
、

名称／所在地／電話番号”" 、

図委託契約書記載のとおり
口当欄記載のとおり
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名称 株式会社富出環境整備氏名又は名称株式会社富山環境整備 （
処
分
事
業
場
）

運
搬
先
の
事
業
場

運
搬
受
託
者

I

所在地〒銅9．263R 電話番号076-469－認56

富山繭婦中職"f谷3 3

住所〒罪9-2638電話番号076469-5箔6

~ 富山市婦中町議谷3 3

|氏名又
名称

は名称株式会社富山環境整備
又

は

保

管

積

替

え

処
分
受
託
者

＊＊＊＊本本＊車土キ＊＊＊＊＊

厩
Ｉ

所在地~〒 ・ 電話番号

＊水本＊＊申＊＊＊＊＊＊＊＊＊

〒9392638電話番号076-469認56

"lli瀧蝿中町吉谷3 ･ :3
｜
蓮
搬
の
受
託
一
亘暴壺望墨
運擬担当者の氏名

可1

－

剛

鋪梱
ざ

一

数量(及び単位）

②
運搬

終了年月日
学秘淳嬬ﾌWh

有価物拾集量

し罰？
最終処分

終了年月日

処 分

終了年月日

受罐の氏名又は名称
処分担当者の氏名

名荊

最終処分を

行った錫所

名称

(株)富山環境整備石田敦史 0些基′月>白 1脚‘夕
(委託契約書記載の場所にあっては委託契約書記載の番号）

一

／所在地／電話番号

熊山競輪凱鮪山澗判捌-3mWI-棚珊
ノ

AS-1マニフェスト販売センター(直行用）
弓

照
合
確
認

年 月 日

年 月 日

年 月 日



聾 ）

様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

令和6年4月3日

金沢市長

届出者

住所金沢市広坂1丁目1番1号

氏名金沢市長村山卓
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号076-220-2318

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条に

の規定に基づき、令和 5年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

l
l
l

１
１
１
１

’

１

１

月

１

１

保管事業場の名称 熊谷橋

金沢市奥新保地内保管事業場の所在地

’ 電話番号’電話番号’道路管理課長木谷哲特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 076-220-2318

’’ 熊谷橋内保管の場所

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフエニル廃棄物

量 ｜ ’廃棄物の型式等 保管の状況

処分予

定
年月

台数又

は

容器の

数

濃度
区分

処理業者との
調整状況

漏れ等
の

おそれ

分別・

混在の
別

参考事項廃棄物の種類 総重趣番号 容器の
性状

定格

容壁 製造年月霊零号
等
無
い
有
囲
の製造者名 型式 （1台当たり

虹且×台数）

~
■
■

■
■

‐
‐

｜
’

’
I
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~
~
~
~
~
~
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■
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(日本産業規格A列4番）
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（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 量

濃度
区分
保管開始
年月日

保管開始
理由口

参考事項廃棄物の種類 総重量
（1~台当たり
煎倣×台数）

番号 定格
容量 型式 ｜鯉造年月 ｜表奮号

台数又は

容器の数
製造者名

低濃度32 缶汚泥 R6.3.298, 150.0 kg1

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等 量

保管終了
年月日

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

濃度
区分

参考事項総重量
（1台当たり
亜量×台数）

番号 廃棄物の種類 定格
容量

製造年
月

表示記号

等

台数又は

容器の数
製造者名 型式

他の事業場に
移動
他の事業場に
移動

金沢テクノパーク排雪場
金沢市河原市町へ地内

低濃度 R6.3.29汚泥 32 缶18, 150.O kg1

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

番号 廃棄物の種類

廃棄物の型式等

定格

容量
製造者名 型式

製造年

月

表示記号

等

量

台数又は

容器の数

総重量
（1台当たり
亜戯×台数）

濃度
区分

自ら処分した場合

処分

年月日 |綴
処分を委託した場合

処分委託

年月日

処分受託者の

名称 |熱
参考事項



(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

’ |電話番号’電話番号
ポリ塩化ピフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名

’所在の場所

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

製品の型式等 廃棄の見込み 量

濃度
区分口 口

番号 製品の種類 総重量
（1台当たり
愈丑×台数）

参考事項定格
容量

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数製造者名 型式 ｜製造年月|表警号

｜ l l l l l ｜ ’
②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量

所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由

番号 製品の種類 総重量
（1台当たり
爪量×台数）

参考事項定格
容量

台数又は
容器の数

表示記号
等

製造者名 型式 製造年月

ロ ﾛ ロ

） ）



） ）

（第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品

製品の型式等 量

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項総重量
（1台当たり
亜量×台数）

製品の種類番号

蕊|製造者名
台数又は

容器の数型式製造年月|表零号

1． この届出書は、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフエニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。

2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。
3~ 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。
4． 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例： 28－001）を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の柵には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。
6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号
等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例；不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の欄のうち、 「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の
数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の欄のうち、 「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ポリ塩化ピフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ピフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外
のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」 として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。
12~ 「保管の状況」の欄のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の欄のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14． 「保管の状況」の柵のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15． 「保管の状況」の棚のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ピフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



(第5面）

16~ 「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する
こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の棚には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること （例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、
「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20． 「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフエニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフエニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

製品以外のポリ塩化ビフエニル使用製品については、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物」 とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

25． 「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフエニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については
記載しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフエニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を

受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下

の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知

を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す

ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

28．都道府県知事が定める部数を提出すること。

）
」
Ｒ
Ｆ
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2021年9月 9 日
~ ~

株式会社共同設計 様

エオネックス

'孫曝灘職： ‘
鴬試験責任者宮本

件 名熊谷橘橘梁補修設計業務委託

採取場所金沢市奥新保町地内

試料の種類塗膜

’
試 料 名
熊谷橋

｜採取年月日 ｜採取時刻’
| 2021/8/20 1 - |

採取者 ｜
㈱ｴｵﾈｯｸｽ ’

天候
一

一

気温(℃）
－~ 水温(℃）
－

一

■

御依頼を受けました試料についての試験結果を次のとおり報告致します。

へ
、

1

試験項目 試験結果 試験方法 定量下限値

ポリ塩化ビフェニルポリ塩化ビフェニル 低濃度PCB含有廃棄物に関する測定方法I

JISK56747. 14附属番A

低濃度PCB含有廃棄物に関する測定方法I

JISK56747､ 14附属番A
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ﾎﾞﾘ塩化上'ﾌｪﾆﾙの含有堂試験は、低瀧度PCB含有廃棄物に関する測定方法(第5版)8.霞刑隠くず (含有量試験）
(令和2年10月環境省)及び絶縁油中の微量PCBに関する簡易測定法ﾏﾆｭｱﾙ(第3版)2. 3.1(GC/MS/MS法）
(平成23年5月環境省)による。
鉛及びｸﾛﾑの含有量試験は、 JISK5674附属書A,Bによる。結果は、加熱残分中の濃度です。
※溶出試験の検液の鯛整は、産業廃棄物に含まｵtろ金属等の検定方法(昭和48年環境庁告示第13号)による‘
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様式第一号（一） (第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

令和6年 5月10 日

殿金沢市長

届出者

住所金沢市広坂1－1－1

氏名金沢市長村山卓
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号（076） 220－2521

（ごみ減量推進課）

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19芽

の規定に基づき、令和 5年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

~
~I~

Ｉ

Ｉ

＃

Ｉ

’

戸室リサイクルプラザ保管事業場の名称

金沢市戸室新保ハ604保管事業場の所在地

’ごみ減型推進課高橋成海 (076) 220-2521特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

保管事業場の所在地に同じ保管の場所

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフエニル廃棄物

閻
量

処篁子台数又は 総重趣
（1台当たり

年月 容器の
重戯x台数）

数

月予
分定年
処

台数又
は

容器の

数

総重還
（1台当たり

重戯x台数）

I’ 保管の状況廃棄物の型式等

処理業者との
調整状況

漏れ等
の

おそれ

分別・

混在の

別

参考事項廃棄物の種類番号 容器の

性状

等
無
い
有
囲
の

定格

容壁

表示記号

・ 等
製造者名 型式 製造年月
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~
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１
１
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■

囲い

有、掲
示有

ﾄラム

缶
分別PCBを含む油 18 缶

(日本工業規格A列4番）



（第2面）
q

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

圃廃鋤の獺 “遥隼,
廃棄物の型式等

蕊製造者名 型式

■回

|’ 量

１

り

、

ｊ

量
た
数

重
鎧
殆

総
、
露

表示記号

等

台数又は

容器の数

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等

…璽識 |製曹￥
｜ ’

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地定格

容量

表示記号

等

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

.…|蝋|職苧|wJR.|蕊 埜|| 鞭魯
廃棄物の型式等

｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜■ l l l
l l l l ■’ l l
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》

》

■

・

■
図
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処分

年月日
定格

容量



一

(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

’ |電話番号’電話番号
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名

所在の場所

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物を除く。 ）

廃棄の見込み製品の型式等
皇
畢

濃度
区分

参考事項総重量
（1台当たり
重量×台数）

製品の種類番号 廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数

定格
容量

表示記号

等
製造年月製造者名｜ 型式

’該当なし

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量

所有開始
理由

所有開始
年月日

所有開始
場所

参考事項総重量
（1台当たり
煎肚×台数）

製品の種類番号 台数又は
容器の数

定格
容量

表示記号
等

製造年月製造者名 型式

’該当なし



（第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品

製品の型式等 量

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項製品の種類 総重量
（1台当たり
砿散×台数）

番号

蕊製造譽名 型式 |製造年月|表警号
台数又は
容器の数

｜ l l l該当なし

1． この届出書は、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフエニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。
3~ 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。
4． 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例：28－001）を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。
6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号

等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること （例：不燃性油） 。
7~ 「処分予定年月」の棚には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の柵のうち、 「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「堂」の柵のうち、 「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のボリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外
のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

,，~ 「保管の状況」として､新たにポリ塩化ﾋﾌｪﾆﾙ廃棄物の保管の状況を届け出る場合や､既に届け出たポリ塩化ﾋﾌｪﾆﾙ廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の欄のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例： 「ドラム缶」 、 「なし」） 。

13． 「保管の状況」の欄のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ボリ塩化ビフエニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

こと。

14． 「保管の状況」の欄のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15． 「保管の状況」の欄のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



(第5面）

16． 「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

こ･と。低濃度ポリ塩化ピフェニル廃棄物については記戦しなくて構わない。

17． 「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること （例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、

「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の柵には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

20． 「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

製品以外のポリ塩化ビフエニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ

き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物jとは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

フェニル使用製品をいう。

24~ この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

25． 「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

記載しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフエニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を

受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下

の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知

を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す

ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

28．都道府県知事が定める部数を提出すること。



垣紅

様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面)~

ポリ塩化ピフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

年 月 日

金沢市長 殿

届出者

住所金沢市広坂1丁目1番1号

氏名金沢市長村山卓
~ （法人にあっては、名秣及び代表者の氏名）

電話番号220－2215

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条腕

の規定に基づき、令和 年度のポリ塩化ピフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

~
~
~I

ｌ
ｌ

ｌ

保

１

１

Ⅲ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

１

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ａ

ｍ

Ｉ

川

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

’

保管事業場の娼称 大浦第二排水機場

管事業場の所在地 金沢市東蚊爪町マ119-3

|’ ’特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 主任技師横山樹 220-2215

保管の場所

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

｜ 愚 －’ 保管の状況廃棄物の型式等

処分予
定

年月

台数又
は

容器の

数

濃度
区分

処理業者との

調整状況
分別・
混在の
別

漏れ等
の

おそれ

参考事項廃棄物の種類 総重鼠
（1台当たり
璽盈×台数）

番号 容器の
性状

等
無
い
有
囲
の

定格

容遠
表示記号

等
製造者名 型式 製造年月

函
■~

回
■

１
１

Ｉ
Ｉ

１
１
国
■

プラス

チック

容器’
その他

プラスチック

容器箱

囲い

有、掲

示有
分別 なし1 箱 1.0 kg

’
(日本産業規格A列4番）

』



型式
製造年

月

型式
製造年

月
処分委託
年月日

処分受託者の
名称

廃棄物の型式等

製造者名
定格
容量

定格
容量

処分
年月日

表示記号
等

量
濃度
区分

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分
年月日

自ら処分した場合

廃棄物の型式等

表示記号
等

製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

廃棄物の種類

量

型式 製造年月製造者名

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

番号 廃棄物の種類

番号 廃棄物の種類 参考事項

保管終了
年月日

参考事項

量

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分を委託した場合

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

（第２面）

番号

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

濃度
区分

保管開始
理由

参考事項
保管開始
年月日定格

容量



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

製品の型式等

製品の種類

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類

量
所有開始

理由
所有開始

場所
所有開始
年月日

参考事項台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

定格
容量

台数又は
容器の数

製品の型式等

電話番号

番号

廃棄の見込み

①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

参考事項定格
容量

量

ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

所在の場所



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

備考

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の種類

製品の型式等
所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項番号

量

定格
容量

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

１．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    こと。

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

    廃棄物については記入しなくて構わない。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。



１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。

（第５面）







様式第一号（一） (第九条、第二十条及び第二十七条関係）
（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

令和6年6月20日
金沢市長 殿

届出者 ~
住所金沢市広坂1丁目1番1号
氏 名金沢市長村山卓
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番骨076-220-2111

１

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）
の規定に基づき、令和5年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

保管事業場の名称 金沢市第一本庁舎

保管事業場の所在地 金沢市広坂1丁目1番1号

’ ｜ 電話番号 ’電話番号特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 076-220-2091 (総務局総務課）

’保管の場所

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 保管の状況量

処分予定

年月

濃度

区分

処分業者との

調整状況
台数又は総重量

容器の数鑑謝
番号 廃棄物の種類 参考事項格

量
定
容

容器の囲い等分別・

性状 の有無混在の別

漏れ等の

おそれ
製造者名 型式製造年月 表示記号等

’東芝悪鴨川，
コンデンサ

(3kg以上） 篭属“鯉碧分別 なし1台 45kg 低濃度⑳-2-Cl 100kVA

(日本工業規格A列4番）



(第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等
画
室

濃度

区分

保管開始

年月日

保管開始

理由
総重量
(1台当たり璽

量x台数）

廃棄物の種類番号 参考事項定格

容量

台数又は

容器の数
製造者名 型式 製造年月表示記号等

’
エレベーター製造者

の依頼で分析して判

明

制御盤用

コンデンサ

東力町倉庫エレベ

ーター制御盤より
⑤－1 低濃度不明 不明 不明 1個 4090.25"F 不明 R6. 3. 1

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等 量

澱度

区分

保管終了

年月日

保管終了

理由

移動先の保管の場所並びに事業者

又は事業場の名称及び所在地
番号 廃棄物の種類 総重量

(1台当たり

璽趾x台数）

参考事項

窯製織名
台数又は

容器の数
型式 製造年月表示記号等

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 自ら処分した場合量 処分を委託した場合
濃度

区分…
Ｉ

総重量
(1台当たり

璽股x台数）

番号 廃棄物の種類 参考事項定格製造者名 型式
容量

台数又は

容器の数

処分処分後の廃棄物の
年月日種類及び処分先

処分委託処分受託者の
年月日 名称

処分
年月日

製造年月崇示記号等

~



(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称
’

所在事業場の所在地

’ |電話番号’電話番号
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名
｡

’所在の場所

①前年度の3月3旧に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

I

製品の型式等 廃棄の見込み 量

濃度

区分
総重量
(1台当たり重

量X台数）

参考事項番号 製品の種類 廃棄予定

年月

処分業者との

調整状況

台数又は

個数襄鬘 1製造者名; 型式 I製造年月赫謡等

■
■
ｑ
■
■

~■
Ｐ
Ｌ
■
Ｐ

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量

所有開始

年月日

所有開始

場所

所有開始

理由
総重量
(1台当たり重

量x台数）

番号 製品の種類 参考事項

蕊:製造者名I 型式 1製造年月糊記誇
台数又は

容器の数
I

ﾛ

ﾛ

~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~

■



一 ー

(第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

‐

製品の型式等 量1 1

所有終了

年月日

所有終了

理由

移動先の所在の場所並びに事業者

又は事業場の名称及び所在地
番号 製品の種類 総重量

(1台当たり重

量x台数）

参考事項定格

容量

台数又は

容器の数
製造者名 型式 製造年月 表示記号等

甲
■
■
■
■
■
■
■
■
ロ
■

■
■
ｑ
勺
ｑ
■
■
ｇ
■
■
■

ｐ
Ｄ
Ｆ
Ｈ
Ｅ
Ｂ
Ｂ
ｒ
■

画
■
■
■
■
■
４
句
■
。
■

ロ
■
■
や
り
■
心
●
●
ら
■

■

■

■

■

日

日

Ⅱ

日

~
~
~

■ Ⅱ ■ 【 ■

g E

眉 ロ ロ ロ 。

1． この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び
「所在事業場の所在地」の柵には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4． 「番号」の柵には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例：28－001）を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の柵には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号
等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の棚には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分じ、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の棚のうち、 「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の
数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の棚のうち、 「総重量」の棚には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の棚には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のボリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外
のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。
11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。
12． 「保管の状況」の棚のうち、 「容器の性状」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の柵のうち、 「囲い等の有無」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14． 「保管の状況」の柵のうち、 「分別・混在の別」の棚には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15． 「保管の状況」の柵|のうち、 「漏れ等のおそれ」の棚には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



（第5面）
16． 「処分業者との調整状況」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する
こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。
17． 「参考事項」の棚には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、
「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の柵には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。
19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の柵には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20． 「処分年月日」の棚には、実|際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用
製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が､､本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
′き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。
25． 「廃棄予定年月」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については
記載しなくて幟わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を
受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた
めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下
の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知
を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28．都道府県知事が定める部数を提出すること。
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第 A2305153-002 号
2024年2 月 28 日

様金沢市長村山卓

燕濃
鶯試験資任者宮本

I/| 名 PCB分析

採取年月日 2024年2月 14 日

採取者㈱ｴｵﾈｯｸｽ

試験名絶縁油PCB含有量試験

採取場所石川県金沢市広坂1丁目l-1

型式 コンデンサNo.2

I

製造会社 製造番号
~~ ~

~

| 《定鰐量) ’
出力
(定格容量）

総重量
(kg)

製造年月日 ~~
ー

~

御依頼を受けました試料についての試験結果は次のとおりです。

試験項目 試験結果 試験方法

絶縁油中のPCB簡易
定壁法2. 1.2X

ポリ塩化ビフェニル (mg/kg) 0．76

以下余白

I

ー

※分析方法：絶縁油中の微量PCBに関する簡易測定法ﾏﾆｭｱﾙ(第3版）簡易定鐘法2. 1.2(平成23年5月環境省）

PCB濃度が処理の目標基準(0.5mg/kg)以下であるときは、 PCB廃棄物に該当しない。

(平成16年2月17日環廃産発第040217005号）

PCB澱度が処理の目標基準(0.5Ing/kg)を超えたときは、 PCB廃棄物として適正に保管等の処理並びに届出を行う。

(平成17年12月19日環廃産発第051219001号）
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